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寄稿 ・、解説

に お け る
平成獲離穫情報化関連施策

1.予 算

金額 は平成ll年 度の予算額,()内 は平

成9年 度の予算額 とする。

(1)人材への投資(情 報活用能力の向上)

「デジタル革命」の時代 に自由 ・活発に活

動できる多 くの人材 を育成するため,個 人,

就業者,児 童 ・生徒 ・学生,高 齢者 ・障害者

など国民各層の情報活用能力の向上を促進す

る。

①高度情報活用能力向上のための支援

777百 万 円(新 規)

[労働省 と連携]

民間企業 におけるCIO(情 報総括役員)等

情報化 リーダーとなるべ き人材 の情報活用

能力を向上させるため,地 域情報化支援の

ための諸機関を活用 した研修事業等を実施

する。また,情 報化 リーダー等人材の情報

活用能力を向上させるための教材を開発 ・

供給する。

② 情報システム活用型シニアベンチャー

等支援事業

300百 万円(39百 万円)

高齢者や障害者が参加 し,情 報 システム

を活用 した地域活性化事業の公募 を実施

し,シ ニアベ ンチャーの掘 り起 こ しと育成

を図 りつつ,こ れらを支援す るサポー トシ

ステムの開発を行う。

(2)情 報技術 の実社会への展開

今 や胎動の時期 にある電子商取引の実用

化,教 育 ・医療 ・福祉,住 宅,行 政等の公的

分野の情報化 による情報技術の実社会への展

開を推進する。

【電子商取引(産 業の情報化)の 推進/知 的

情報財の流通拡大】

産業界全体の情報化の機運を一気に盛り上

げ,地 域や中小企業を含めたあ らゆる経済分

野における電子商取引の実用化を加速する。

そのため,新 時代経済社会 ビジ ョンや,情

報技術 を活用 した企業経営改革のあり方等に

ついて分かり易 く提示するとともに,最 先端

のアプリケーシ ョン,ソ フ トウェア,コ ンテ

ンツを幅広 く開発 ・普及 させるモデル事業や

技術開発を積極的に展開する。

また,知 的情報財 の流通 を拡大 させるため,

課金 ・著作権管理,個 人情報保護等 に関する

環境整備や技術開発を推進する。

① 電子商取引普及促進事業
へ

234百 万円(234万 円)

中小 ・中堅企業 を核 にした電子商取引の

モデル地域を選定し,先 進的事例の実践 を

提案公募 により行 う。

② 開放型基盤ソフトウェア研究開発

449百 万円(399百 万円)

ネッ トワーク環境 においてオープンシス
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テム を普 及 させ るため,ネ ッ トワー ク環境

に対 応す る複数 の アプ リケ ー シ ョン ・ソフ

トウェアで共通 に利用 で きる基 盤 的 なソ フ

トウェ アを開発 す る とと もに,コ ン ピュー

タシス テムへ の不正 ア クセスの 際の 緊急対

応(対 応 策の提示等)を 実 施す る。

③ マ ル チ メ デ ィア コ ンテ ン ツ市 場 環 境 整

備事 業

800百 万 円(665百 万 円)

優 れ たア イデア を持 ちなが ら,資 金不足

によ り制作 機会 に恵 まれ ないベ ンチ ャー企

業及 び中小 企 業 を主 た る対象 として,先 進

的な コ ンピュー タグラフ ィクス等 の新技 術

を導入 した コ ンテ ンツや,新 規市 場 を創造

す る コ ンテ ンツの制作 を支援 す る。

【公的分野の情報化】

国民各層が情報を自由に入手 ・活用 し,高

水準 の公的サ ービスを享受す るため,教 育,

医療 ・福祉,道 路 ・交通 ・車両,地 域,行 政

等の公的分野の情報化 を推進する。

①情報 システム共通基盤のための連携推

進事業

2,650百万円(新 規)

[防衛庁,国 土庁,運 輸省海上

保安庁,郵 政省,建 設省,自

治省等 と連携]

行政,医 療 ・福祉,住 宅,教 育,地 域,

GIS等 の情報化 を加速 させるために必要な

システムの開発 ・提供を行う。

②次世代電子図書館事業

945百 万円(1,055百 万円)

[国立国会図書館 と連携]

電子図書館 システムの実現に必要な要素

技術を開発 し,次 世代電子図書館 システム

標準 アーキテクチャーの確立を行 うととも
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に,同 システムの実装規約 を開発す る。

③先進的情報通信 システムモデル都市構

築事業

850百 万円(1,000百 万円)

[郵政省 と連携]

行政,教 育,医 療,防 災等複合的機能 を

持 った先進的情報通信システムをモデル地

域において整備するとともに,こ の機能を

地域産業及び地域住民に開放することによ

り先進的都市の構築を支援する。

④地理情報システム標準化等推進事業

56百 万円(56百 万円)

[国土庁,郵 政省,建 設省,自

治省 と連携]

GIS(地 理情報 システム)を 活用 した新

しい情報 システム及び関連産業の育成を図

るため,モ デル地域 における国土空間デー

タ基盤等の標準化,先 行的なクリアリング

ハ ウスの構築を行う。

⑤保健医療情報流通基盤整備事業

91百 万円(91百 万 円)

[厚生省 と連携]

オープンなネットワーク環境 において保

健医療情報を安全に流通させるためのセキ

ュリティ技術等の開発を行う。

⑥ITS(高 度道路交通 システム)の 早期導

入に向けた社会実験等の推進

都市における事故や渋滞の抑制,環 境改

善等 を実現す るITS(高 度道路交通 システ

ム)の 本格 的導入 を図るため,ITSの 情報

通信技術 に関する調査 ・実証実験及び標準

化活動を実施する。

(3)情報化社会の実現 に向 けた基盤整備のた

めの投資

今後展開される高度なアプリケーションを

円滑に運用していくのに十分な高速 ・大容量
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かつ高品質で低廉なネットワーク等の高度情

報化社会にふさわしいインフラを実現する。

さらに,我 が国産業の発展基盤 となる情報技

術 開発,デ ジタル化 された知的情報財の流通

を拡大させるような環境整備や技術開発を推

進する。

【ネ ッ トワ ー ク活用 技術 の 高 度化/ネ ッ トワ

ー クイ ンフラの提供 】

ネ ッ トワー クイ ンフ ラの ボ トルネ ックが経

済構造 改革 や デジ タル経 済社 会へ の円滑 な移

行 を阻害す るこ とが ない よ う,2000年 代 初頭

まで に,現 在 の イ ンター ネ ッ トの100～1000

倍 の高 速 ・大 容量 かつ 高品 質で低廉 なネ ッ ト

ワー クを実現 で きる よう所 要の施策 を講 じて

い く。

具体 的 には,現 状 の技術 的制約 を打破 す る

よ うな ネ ッ トワー ク制御 ソ フ トウェ ア,ハ ー

ドウ ェア シス テムの技術 開発(超 高 速 ルー テ

ィング技 術 開発等)を 加速 的 に実施 す る。 ま

た,高 速 ・大 容量 か つ高 品質の実証 実験 用 ネ

ッ トワー クを整備 す る と ともに,各 種 ア プ リ

ケ ー シ ョンを開発 ・普 及す るモ デル事業 の加

速 的実施等 を通 じ,大 量 の デー タ通 信需 要 を

創 出 し,コ ス トの低廉化 を図 る。

① 生産 ・調達 ・運用 支援総 合情報 システム

1,539百 万 円(816百 万 円)

電力CALSの 本 格 的実用化 に向 けた技

術 開発,及 びそ の アプ リケ ー シ ョンを円滑

に運用 してい くため に必 要 な高 速 ネ ッ トワ

ー ク を利 用 した実証 実験 を推進 す る
。

② 次世代 情報 処理 基盤技術 開発

6,015百 万 円(5,907百 万 円)

音声 ・画像 とい った曖 昧 な情 報 を も とに

人間 の認 識,分 析,判 断 に近 い高度 な情報

処 理 を行 う技術 を開発す る とと もに,こ れ

らを高速 処理 す るため の ネ ッ トワー クを活

用 した並 列分散技 術 を開発 す る。

③ フ ェム ト秒 テ クノロ ジーの開発

1,776百 万 円(1,781百 万 円)

膨 大 な情報量 を極 超高速 で伝送 可能 とす

る超高速 光エ レク トロニ クス技術 の研究 開

発 を行 う。

【産業 の発展基盤 となる情報技術開発の

加速化】

我が国の産業全体の活性化,雇 用の創 出,

新規産業の創造 を図るべ く,次 世代 を担 うソ

フ トウェア産業の技術基盤強化,電 子 ・デバ

イス技術等 に関する情報技術開発を引き続 き

推進する。

①公募型ハードウェア ・ソフトウェア重要

技術開発プログラム

1,037百万円(850百 万円)

情報技術のフロンティアを主体的に開発

するため,政 策的に重要な情報技術分野に

おいて先端的なハー ドウェア ・ソフトウェ

ア関連技術を提案公募により開発する。

②次世代情報処理基盤技術開発 【再捌

6,015百万円(5,907百 万円)

音声 ・画像 といった曖昧な情報 をもとに

人間の認識,分 析,判 断に近い高度 な情報

処理 を行 う技術を開発するとともに,こ れ

らを高速処理するためのネットワークを活

用した並列分散技術 を開発する。
ビ

③超高度先端電子技術開発

4,518百万円(4,679百 万円)

半導体微細加工 プロセス技術等,広 範な

産業分野 に大 きな波及効果が期待 される電

子情報分野の次々世代基盤技術の研究開発

を行う。

④ ベ ンチ ャー ・中小 企 業 の シ ス テ ムLS
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1開 発 の支援

550百 万円(338百 万円)

LSIの 試 作機 会 に恵 まれ ないベ ンチ ャ

ー ・中小企業 に対 し,設 計設 備(CAD)

使用技術 の普及,LSI試 作 の共同発注等の

支援 を行 うことで,我 が国の半導体産業の

設計力強化 に資する。

⑤超高密度電子SI技 術の研究開発

1,007百万円(新 規)

電子機器の更 なる高性能化,小 型化,省

エネ化 を実現するため,電 子部品を三次元

的に高密度に組み立てる技術(「 三次元高

密度集積化技術」)等 の技術開発 を行 う。

⑥ 次世代強誘電体メモリ

454百 万円(新 規)

マルチメデ ィア化の進展 によるエネルギ

ー消費増を軽減するために,DRAMに 代 わ

り,ラ ンダムアクセスが可 能で不揮発性

(電源 を切 って も記憶内容が消 えない)の

次世代強誘電体 メモ リ技術の研究開発を行

う。

⑦省エネ電子デバイス ・プロセス先導研

究開発

150百 万円(新 規)

半導体,液 晶等の電子デバ イス生産工程

の消費電力を省エネルギー化するために,

低温プロセス技術,省 エネルギー化 プラズ

マプロセス技術等,共 通基盤的要素技術の

フィージビリティ ・スタディ調査を行う。

⑧ 電子デバイスエッチング製造プロセスで

使用するエッチングガスの代替ガスシス

テム及び代替プロセスの研究開発

1,500百万円(新 規)

半導体,液 晶等電子 デバ イスの製造プロ

セスにおいて使用 されるPFC,SF6の 地球

温暖化 ガスの排 出を削減するため,地 球温
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暖化効果の少ない代替ガスや代替製造プロ

セスの研究開発を行 う。

2.税 制

経済社会の高度情報化の推進のために,以

下の税制を講 じている。

(1)プ ログラム等準備金

高度情報化社会実現の鍵 となるソフトウェ

ア,高 度 なサービス,デ ータベース,シ ステ

ムインテグレーシ ョンの供給基盤の整備を行

うために,こ れ らに特有な費用に充てるため

の準備金を積み立てる。

①汎用プログラム開発準備金

汎用プログラムの取引に関わる収入金額

のうち,制 御 プログラムに係 るもの,制 御

プログラム以外の ものについて,そ れぞれ

一定割合の準備金を積み立てる。なお,中

堅中小企業の経済 ・金融情勢 に鑑み,一 定

の収入以下の部分 については積立率を引き

上げている。

・制御プログラム ・… 積立率5%

(但 し収入金額の うち50億 円以下の部

分 については13%)

・制御 プログラム以外 ・・積立率15%

(但 し収入金額の うち100億 円以下の

部分については23%)

② ソフ トウェア高度化基盤整備準備金

高度なソフ トウェア/サ ービスの取引に

関わる収入金額について一定割合の準備金

を積み立てる。

・積立率9%

③ データベース準備金

データベースの収入金額について一定割

合の準備金を積み立てる。

・積立率9%

④ 統合 システム保守準備金
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システムインテグレーション事業の収入

金額について一定割合の準備金を積み立て

る。

・積立率10%

(但 し収入金額100億 円以下の部分 に

限る)

(2)電 子計算機買戻損失準備金

将来確実に発生する電子計算機の特別買戻

損失(電 子計算機の レンタルバ ックに伴 い必

然的に発生する買戻損失)に 引 き当てるため

に,買 戻損失の実績 に基づいて算定 される金

額を限度額とする準備金を積み立てる。

(3)情報通信機器の即時償却制度

100万 円未満のパ ソコン等 の情報通信機器

につき,取 得価格全額が損金算入で きる制度

を平成11年4月1日 か ら平成12年3月31日 ま

での期 間限定で創設 された。

(4)中 小企業投資促進税制

中小 企業が導 入する1設 備 の取得価 額が

230万 円以上(リ ースの場合は300万 円以上)

のすべての機械及び装置 と,1設 備 または同

一種類の複数設備の取得価額の合計が100万

円以上(リ ースの場合 は140万 円以上)の パ

ソコン等 の特定の器具備品について,取 得価

額の7%の 税額控除または初年度30%の 特別

償却 を認める。

(5)コ ンピュータ西暦2000年 問題対応税制

① 中小企業新技術体化促進税制(メ カ トロ

税制)

電子計算機のダウンサイジングが急速に

進むなかで,2㎜ 年問題対応のために中小

企業が行 う電子計算機の購入や買い換えの

円滑化を図るため,単 独 ない し複数台の購

入総額が160万 円を超 える電子計算機 を本

税制の対象としている。

②チップ等の入れ替え費用の修繕費扱い

ハー ドウェアとソフトウェアが一体化し

た機器について,チ ップやボー ドの交換 に

より2000年 問題対応 を行 う場合 にも,当 該

修正 に必 要 な費用 を修 繕費 として取 り扱

う。

(6)増加試験研究費税額控除

当期 の試験研究費の額が,過 去5年 間のう

ち上位3年 間の平均 の額 よ りも増加 した場

合,増 加額 の15%相 当額 を法人税額か ら控

除する。

3.財 政投 融 資

経済社会の高度情報化の推進のために,以

下の財政投融資制度 を講 じている。

(1)電 子商取引関連情報処理 ・通信 システム

整備

電子商取引の早期実用化を推進するため,

認証事業や安全対策事業等のシステム整備等

に対する出融資制度を創設。

(2)電子計算機普及促進事業

産業や教育分野の情報化を促進するため,

電子計算機 レンタル事業に対 し低利融資を行

う。

(3)情報処理高度化事業

自社又は他社の情報処理の強化又は業務の

省力化 ・合理化事業に対 し低利融資を行う。

なお,2000年 問題 に対応 した情報処理 シス

テムについては最優遇金利にて融資。

(4)情 報処理信頼性向上等整備促進事業
も

企業及び機器の信頼性向上等 を図るため,

不正アクセス防止設備等の安全対策事業およ

び信頼性基準や電磁適合基準を実現する電子

計算機等の製造設備に対 し低利融資を行う。

(5)高 度プログラム安定供給事業

情報処理システムの高度化に対応 し,ソ フ

トウェア開発 に係 る重複投資の効率化を図る
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とともに,高 度 ソフ トウェア人材の育成を促

成するため,情 報処理振興事業協会 において

汎用プログラムの開発促進,情 報化人材教育

に資するソフ トウェアの開発に対 して,情 報

処理振興事業協会による補助事業を行う。

一6一



JZPDEC轟1蚕PORT

企業雛おける情報化動向に関する調糞研究

鯛査部

当協会では,わ が国のコンピュータユーザにおける情報化の進展について,昭 和44年 以来毎

年 「コンピュータ利用状況調査」としてその動向を鯛査しています。本領査は,コ ンピュータ

ユーザの情報化の実態を継続的なデータとして把握するとともに,そ の時々の情報化の新 しい

流 れを客観的な視点から的確に捉え,情 報化施策 の立案をはじめ各調査研究に資することを目

的としています。

この数年,企 業等 を取 り巻 く環境が厳 しさを増す中,各 企業 では情報化 による生 き残 りを賭

けたさまざまな改革がなされています。

本年度は,こ のよ うな状況 を踏 まえ,新 規調査項 目と して,企 業等の情報化投資の効果,情

報化投資効率化の一つの切 り札 と見られているアウ トソーシングおよびマーケティングの重要

な道具として利用企業が着実に増えているデータウエアハウスを取り上げ,調 査 を実施いた し

ました。

本稿 では,こ れ ら新規調査項 目を中心 に調査結果の一部についてご紹介します。なお,本 調

査結果の全体 は,「 企 業における情報化 動向に関する調査研究報告書一情報化投資の現状と課

題一」として取りまとめています。

1.情 報 シ ス テ ム 部 門 の 要 員 の 現 況

社 内要 員(内 部要 員)

情報 シス テム部 門要員 につ いて社 内要員 は

全ユ ーザ(1,043社)の うち982社 が,「 い る」

と回答 してい る。 その うち,29.1%が5人 未

満,5人 以上10人 未 満が25.3%,10人 以上30

人 未 満 が25.6%で,こ の3ク ラ ス で全 体 の

80%を 占めて い る。

社外要員(外 部要員)

外部要員 については全ユ ーザのうち487社

が,「 いる」 と回答 しているが,全 ユーザの

半数以上の企業は現在外部要員の受け入れ,

あ るいは利用 はない としてい る。

外 部 要員 を受 け 入 れ て い る人数 の規 模 で

は,5人 未 満 の 回答 が最 も多 く,39.4%(前

年37%)に 上 って い る。次 いで5人 以 上10人

未 満 が21.6%(同16.9%),10人 以 上30人 未

満 が18.3%(同23%)と なって お り,外 部
し

要員受入れの面でも,要 員数規模の小 さい区

分 にシフ トしている様子がみられ,縮 小 す

る傾 向にある。

産業別の特徴をみると,外 部要員の利用度

は公務が高 く,製 造業が低 いとい う状況であ

る。また,300人 以上500人 未満,あ るいは

500人 以上 といった大量の外部要員 を抱える
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企 業 は合 わせ て22社 あ るが,こ れ は業 種 が

鉄 鋼業,電 気 機械器具,輸 送用機械 器具,電

気 ・ガス ・熱供給 ・水 道業,金 融 ・保 険 ・証

券 業 な どの超 大規 模 ユ ーザ に集 中 してお り,

これ らの企業では,主 にその子 会社 の情報

サ ー ビス企業か ら要員を外部要員 として受

け入れるという体制を採っているもの と思

われる。

500人以上O,6

内部要員
(982)

外部要員(
487)
()内 数値は回答社数 (%)

図 情報システム要員数規模別回答社構成

社 内要 員の給与

情 報 システ ム部 門要 員 の うち,SE,プ ロ

グラマ,オ ペ レー タ,デ ー タ入力 者(パ ンチ

ャー等)の4職 種 の 月額 平 均 給 与 は,SE

36万4,800円,プ ログ ラマ28万1,000円,オ

ペ レー タ24万2,300円,デ ー タ入 力 者19万

9,700円 とな ってお り,こ の数 値 は前 年調 査

に比べ,デ ー タ入力者 の給 与が僅 か に減少 し

たほかは上昇 している。特 にプログラマ,

SEの 伸びが大 きくなっている。

産業別では,SEの 給与 について公務の平

均 が最 も低 く,非 製造業 は最 も高い。 また,

公務 のデータ入力者の給与がかなり高いが,

対象職種 への 回答 デー タの件数が少な く,

また平均年齢 が極端 に高 い とい う点 も考慮

してみる必要がある。

情報システム部門要員の給与(5年 間の推移)

(給与欄 と前年比欄の上段は単位:千 円,下 段 は%)

職種

調査
年度

データ入力者
(パン靭 一等)

オペ レー タ プログラマ SE
回
答
社
数

給 与 前年比 給 与 前年比 給 与 前年比 給 与 前年比

1998 199.7 一1 .0

(-0.5)

242.3 +4.2
(+1.8)

281.0 +11.7
(+4.3)

364.8 +15.8
(+4.5)

657

1997 200.7 +3.9
(+2.0)

238.1 +t3
(+0.5)

269.3 +5.7
(+2.2)

349.0 +0.5
(+0.1)

693

1996 196.8 +2.7
(+t4)

236.8 ・0 .5

(-0.2)

263.6 +0.6
(+02)

348.5 一〇.5

(-0コ)

689

1995 194.1 +4.4
(+2.3)

237.3 +8.8
(+3.9)

263.0 +tO
(+0.1)

349.0 +8.5
(+2.5)

664

1994 189.7 5.3
(+2.9)

228.5 +4.0
(+1.8)

262.9 +3.9
(+1.5)

340.6 +7.2
(+2.2)

676
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社外 要 員(外 部要 員)の 派遣 費用

派遣 された外部 要員 に対す る派遣 元へ の支

払 費用 を,要 員 の職種 別の 日額換算 で み る と,

全 産業 平 均 でSE4万900円,プ ロ グ ラマ3万

3,100円,オ ペ レー タ2万4,600円,デ ー タ入

力 者1万7,100円 とな って い る。SEの 費 用 は

前 年 に続 き4万 円台 に達 して はい るが,平 均

で4千 円 以上 減 少 して お り,4職 種 す べ て が

前 年 を下 回 って い る。特 にデ ー タ入力 者 は,

率 に して 前 年 の20%以 上 も減 少 して お り,

不況 が続 く経 済環境 の下 で,出 来 るだ け内部

の要員 で補 お う とす る経営 上 の問題 や,エ ン

ドユ ーザが直接 デー タを作 成,入 力す る環境

が整 って きた こ とな どに よ り,需 要が 減 って

きて い る こ と も一 つ の要 因 と して推 測 され

る。

(千円)

45

40

35

30

25

20

15

40.9

33.1

・＼24
,6

17.1

10

言周鞭9495969798

図 外部要員に対する派遣元への日額換算支払費用

(職種別5か 年推移 全産業)

」■PＬDEC盈1DPOR7'

応などで需要があった外部要員の派遣がやや

下火になってきたことに加え,長 引 く不況の

影響が情報化関連の分野にまで波及し,経 費

の見直 し,節 減がかな り進んでいることが原

因と考えられる。

2.情 報化 投資 の動 向

最近1年 間の情報化関連支出の総額

1社 当た りの平均額は,14億29百 万円 とな

る。 回答 の分布状況 を見ると1億 円以上5億

円未満が35.8%と 最 も多い。 回答ユ ーザ を

全体的に見ると情報化関連支出の総額が1億

円未満,1億 円以上5億 円未満,5億 円以上の

ユ ーザがそれぞれほぼ1/3つ っ となってい

る。

500鯛 織 ＼/500鯛 以上

図 情報化関連支出の総額の分布

図 は,1993年 度 か ら5年 間の推移 で あ るが,

1995年 度 まで停 滞気 味 で あ っ た費用 が96年

度 か ら上 昇 し始 め,さ ら に昨 年 にな って急

激 に伸 び たが,今 回 の調 査 で は一 転 して か

な り減 少 して い る。 これ は,西 暦2000年 対

情報化関連支出の割合

今年度に新設 した設問である。ここでは,

前項の情報化関連支出を次の表のように定義

し,そ の総額の中で 「既存 システムの運用経
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費」 と 「情報化投資」の割合,お よび情報化

投資の中の 「新規システムの開発等に投資」

と 「既存システムのメンテナス等に投資」の

割合を求めた。

回答全ユーザの平均値を求めると次のよう

になる。

既存システムの運用経費 60.3%

情報化投資 39.7%

新規システムの開発等に投資 23.8%

既存システムのメンテナンス等に投資 15.9%

図 情報化関連支出の総額

全ユーザの平均値でみれば,「 既存 システ

ムの運用経費」が情報化関連支出の総額全体

のほぼ6割 を占めている。「情報化投資」は,

全体の約4割 であるが,そ の うちの 「新規 シ

ステムの開発等に投資」の割合は,「 情報化

関連 支 出総 額」 の23.8%を 占め てい る。

情 報 化 関 連 支 出 の3/4強 は既 存 シス テ ム

の運用 とメ ンテナ ンスに当 て られ てい る こと

になる。

(ユ ーザ数)

150

100

50

0

50
%
未
満

40
%
未
満

30
%
未
満

20
%
未
満

10
%
未
満

む0

%
未
満

90

%
未
満

80

%
未
満

70

%
未
満

60

%
未
満

図 情報化関連支出に対する情報化投資の割合

産業別に見ると,と くに公務 において固有

の特徴が見 られる。「既存システムの運用経

費」の割合が全ユ一一ザの平均値に比べ1割 程

度高い。「既存 システムのメ ンテナンス等に

投資」の割合は他 と比べかなり低 くなってい

る。また,「 新規 システムの 開発 等 に投 資」

の割合も低いが,平 均 は20.2%と 全産業の平

均 とそれほど大 きな差とはなっていない。
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()は 回答社数

製 造 業(343)[26.2 隆・…17・6…・……i…i|562|

非製造業(464)

公 務(50)1202

全産 業(857)[=23.8

慰雛 揚 麩薬嚢1

li…i……・15.9・:………i…懸 窪'♂'

社数比(%)0 20 4060 80 100

ロ新規システムの開発等に投資

口既存システムのメンテナンス等に投資

回既存システムの運用経費

図 産業別情報化関連支出の総額の内訳

業種別に情報化関連支出の内訳 を見ると,

業種毎 にかな りのば らつ きが確認 されるが,

回答数の少ない業種 もあ り,業 種の特性 を示

しているもの と,個 別の企業での差異 を示す

ものとがあるように思われる。

新規投資の主要対象分野

前掲の 「新規システムの開発等に投資」の

内訳は,「 クライアン ト/サ ーバ システム と

ホス トシステムの二つの分野への回答が多 く

を占め全体の8割 を越えている。 また,ク ラ

イア ン ト/サ ーバシステムへの新規投資がホ

ス トシステムへの新規投資を上回っている状

況が確認されるが,ホ ス トシステムへの新規

投資 も依然 として高いことが注目される。そ

の他の自由記入の回答では 「西暦2000年 問

題」 などが見 られた。

業種別 に見ていくと,新 規投資の割合が最

も多いのがホス トシステムとしている業種は

相対的に新規システム開発等への投資は低

い。繊維 ・衣服 ・その他の繊維製品製造業,

窯業 ・ガラス ・土石 製品製造業,運 輸 ・倉

庫 ・不動産,医 療業 などが代表的なものであ

るが,他 業種で も同様 な傾向があると言える。

覇 敦賀『8%

図 新規投資の主要対象分野

社数比

N=918

これらの業種では既存のホス トシステムの

保有資産が大きく,変 化への対応 にあたって

も既存のホス トシステムへの投資が避けられ

ず,新 しいシステム形態への投資の割合を大

きくすることが難 しい状況にあるものと推測

される。
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一方
,石 油 ・石炭 製品 ・プ ラスチ ック製 品

製造業,一 般 機械器 具製造業,農 林 ・水 産養

殖業,鉱 業,放 送業,通 信業 な どの ク ライア

ン ト/サ ーバ システ ムへ の投 資 の割合 が高 い

業種 で は前 項の 「新 規 シス テムの開発等 に投

資」 の割合 が相対 的 に高 い傾 向がみ られ る。

学校 ・教 育,政 府 では上記 の一般 的 な傾 向

とは異 な り,ク ライア ン ト/サ ーバ システム

へ の投資 の割合 が高 いが,「 新 規 システ ムの

開発等 に投資」 の割合 は低 くなってい る。

情報化投資額の3年 後の予想規模

昨年度 までの調査では 「コンピュータシス

テムの3年 後における費用の予想規模」 とい

う設問で,レ ンタル/リ ース料 などハー ドウ

ェア関連費用の3年 後の予想規模 を調査 して

いたが,今 年度は 「情報化投資額 の3年 後の

予想規模」 と設問を変更 した。

全体を概観すると,現 在 より増加すると予

想す るユ ーザが5割,変 化 な しが2割,減 少

が2割 で,残 りの1割 はわか らない と回答 し

ている。やや対象範囲が異なるものの前年度

の調査では増加すると答えたユーザが約6割

であったことから見れば,わ か らない との回

答が増加 していることも合わせて,将 来への

不透明感が増 していることを窺わせる。

わからない
12%

.芝診 霧慾
9%

・
,

1倍 未 満

17%

繹"＼
6ジ' 変

化なし
21%1

ヲ
,

ロO.5倍 未 満

ロ1倍 未満

日変 化 なし

va1.5倍 未 満

M2倍 未満

ロ2.5倍 未満

■3倍 未満

日3倍 以上

ロわからない

図 情報化投資額の3年 後の予想規模(回 答総数867)

これまで拡大を続けてきた情報化投資につ

いても,や やス トップがかかる傾向にあるこ

とは否めないが,平 均倍率 を試算す ると1.17

倍程度でまだ増加傾向にあ り,減 額の方向へ

は向かっていない。 システム化によるコス ト

削減への期待 も一方で,益 々強 くなっている

ものと思われる。

図のように年間情報化関連支出の総額の大

きさの区分別に情報化投資額の3年 後の予想

規模の平均倍率 を求めると,情 報化関連支出

の総額が大 きいユーザほど将来の増加割合を

小さく予想している傾向が明確である。

全ユーザのほぼ1/3に あたる情報化 関連

支出の総額が1億 円未満のユーザでは増加す

るとの回答が6割 に達す るが,次 の1/3を

占めてい る1億 円以上5億 円未満 のユーザで
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は5割 程 度,5億 円以上 となる残 りの1/3の

ユ ーザ で は5割 を下 回 ってい る。 さ らに50億

円以上 の大規模 ユ ーザ で は,減 少 を予 想 して

い る回答が増 加 を予想 して いる回答 を上 回 っ

♂ZPDEC況EPOR欠

てい る。

産 業別,業 種別 に見 て もこの傾 向は ほぼ一

致 して いる。

(倍)

1.50

1.25

1.00

0.75

0.50

0.25

」
年

間
情

報
化

0
関

連
支

出
額

一98年 度(N・954)

五
百
億
円
以
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図 年間情報化関連支出額別3年 後の情報化投資額の予想倍率分布

3.ア ウ トソ ー シン グの状 況

新規調査項 目であるアウトソーシングは,

従来は外部委託や外注 という範躊でとらえら

れていた面がある。 しかしながら昨今は,企

業の競争力を高めるため本業集中への動 きが

あり,ま た情報 システム部門 も新 しい情報化

の波を受入れて徹底 したコアコンビタンスの

究明を行い,経 営に役 に立つ情報システム部

門に変革する時代 を迎え,新 しいアウ トソー

シングの実践が求められる時期にきている。

新 しいアウ トソーシングのニーズも高まっ

てきている。たとえば,

① 規制緩和 による異業種 の参入や グロー

バルスタンダー ドへの対応等のための

新規の情報システムの早期立ち上げ

②24時 間365日 稼働 システムの運用

③ 情報 システム資産の縮小

④ 自社内での専門技術者の確保や育成に

余 裕 が ない こ と

⑤ ネ ッ トワー ク コ ン ピュー テ ィ ング時代

とな りそ の運用 は外 部 の専 門家 に任 せ

たい こ と

⑥ コ ンピュ ー タの オペ レー シ ョンだけ で

な く複 雑 化 した運 用 管 理 やヘ ル プデ ス

クや ユ ーザ 教 育 まで総 合 的 にア ウ トソ

ー シ ング したい こ と 、

等 々,ア ウ トソー シ ングへ の要求 が増 大 して

きてい る。 さ らに加 える と,大 規模ユ ーザ は

すで に情報 処理子 会社 を持 ってお り,実 質的
し

にアウトソーシングを行っているが,情 報処

理子会社はある意味で企業の情報システム部

門の延長で競争原理が働かないためコス トダ

ウンや品質向上等が困難になってきている等

の課題もあり,こ の面からも新 しい形のアウ

トソーシングが求められている。

なお,調 査 にあたってはアウ トソーシング
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を 「情報 システムの機能 のすべ て,も し くは

その一部 を,第 三者 であ る外 部企業 に委託 す

るこ と」 と定 義 した。 また,ア ウ トソー シン

グ先 の機 関に は,子 会社 であ る情報 処理 会社

は含 まない もの と した。

アウ トソーシ ングの利 用状況

図 に示 す よう に,「 一部 の業務 を アウ トソ

ー シ ング」 を入れれ ば公 務 のア ウ トソー シ ン

グの実施 率が他 産業 に比べ て極端 に高 い こ と

が分 か る。 「ほ とん ど全 て の情 報処 理 業務 を

アウ トソー シ ング して いる」 との回答 は全 産

業 で4.8%と 少 ない。 これ に 「一部 の情 報処

理 業務 をアウ トソ・一・一・シング している」の30.4%

を加 え る と,全 産業 で35.2%が アウ トソーシ

ングを利 用 していることが分 かる。一方,「 現

在 の ところ ア ウ トソー シ ングの 予定 は ない」

との回答 も過 半数超 の56.9%と か な り多 い。
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て
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情

報
処
理
業
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非製造業(432)

公務(51)

全産業(771)

現

在

、

計

画

予

定

な

し

社数比(%)
0102030405060708090100

図 産業別アウトソーシング利用状況

ア ウ トソー シングの内容

(1)ア ウ トソー シ ングの対 象業務

ア ウ トソー シ ングの対象 業務 は,全 産業 で

み る と,人 事/給 与(28.5%),財 務/会 計

(27.3%),受 注 ・発注 管 理(26.7%),販 売

管 理(26.1%)の 順 にな ってい る。

産 業 別 で は製 造 業 が 販 売 管 理(42.3%),

受 注 ・発 注 管 理(39.6%),生 産 管 理

(36.0%),資 材/物 流 管理(34.2%)の 順 で

あ り,こ れ に対 して,非 製 造 業 で は,人

事/給 与(27.9%),財 務/会 計(24.6%),

金 融 勘 定 系(24.0%),受 注 ・発 注 管 理

(23.5%)の 順 で ある。 ア ウ トソー シングの対

象業務 には業種 の特性 が出 てい る とい え る。
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図 産業別アウ トソーシングの対象業務

(2)ア ウ トソー シ ングの委 託作業 の範 囲

ア ウ トソ ー シ ング の委 託 作 業 の 範 囲 は,

(a)シ ス テ ム の 運 用,(b)ア プ リケ ー シ ョ ン シ

ス テ ム の 開発,(c)ア プ リケ ー シ ョ ン シ ス テ

社数比(%)
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図 産業別委託作業の範囲(シ ステムの運用)
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ムの保守 の三つ に分 けて調 査 した。

(a)シ ステムの運用

全産業 で頻度順 に委託作 業 の項 目を挙 げ る

と,「 メ イ ンフ レー ムの監 視,オ ペ レー シ ョ

ン(ジ ョブ,1/0),ト ラブ ル対応 」(57.8%),

「ネ ッ トワー ク監視,ト ラブル対応」(37.5%),

「ク ライ ア ン ト/サ ーバ シス テ ムの監視,ト

ラ ブル対 応 」(24.9%),「 パ ソ コ ンの導 入,

増 移設作 業 」(22.8%)の 順 で あ り,こ の傾

向は産業別でも同じである。

(b)ア プ リケー シ ョンシス テムの 開発

全 産 業 で は,「 シス テ ム開発 作 業 の一 部 を

委託 」 が48.0%と 最 も多 い。 「システ ム開発

作 業 を全 て委託」が26.5%,「 システムの企 画

か ら開発 まで一括 委託 」 は12.0%で あ る。 産

業 別 に見 る と,製 造業 で,「 システム企 画 の開

発 か ら一括委託 」が7.1%と 他 産業 よ り低 い。

0102030405060

委託作業の範囲

システムの正面 、り
開発まで一括委託

システム
全て委託

ンスァ
一部を委託

()内 は回答社数

図 産業別委託作業の範囲(ア プリケーションシステムの開発)

(c)ア プ リケー シ ョンシス テムの保 守

全 産 業 で は,「 シス テムの変 更/テ ス トま

で を委託 」(37.8%),「 プ ロ グラ ムの保 守 の

み を委託 」(20.3%),「 利 用 者 か らの要 望 と

0102030405060

委託作業の範囲

利用者からの要望取
りまとめ窓口を含む
一括委託

システムの変更,テ
ス トまでを委託

プログラムの保守の
みを委託

()内 は回答社数

図 産業別委託作業の範囲(ア プリケーションシステムの保守)
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♂IPDECREIPORπ 「

り ま とめ 窓 口 を含 ん で 一括 委 託 」(14.8%)

の順 で あ る。 これ は産 業別 で も同 じで あ る。

アウ トソー シ ングの利 用 目的,効 果等

全 産業 で は,「 運 用負 荷 の軽 減」 が63.2%
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図 産業別アウ トソーシングの利用目的,効 果等

と一番 多 く,続 い て 「人件 費削減」(49.8%),

「人材 のパ ワー シフ ト」(34.3%),「 運 用 品質

の 向上」(34.3%),「 運 用 時 間帯 の 束縛 か ら

の 開放 」(22.5%)の 順 であ り,産 業別 で も

同 じ傾 向で あ る。

アウ トソー シン グの依頼 先

(1)ア ウ トソー シ ング依頼 先機 関 の種 類

アウ トソー シング を依 頼 す る相 手先機 関 の

種類 で は,全 産 業 は 「独 立 の情 報 処 理会 社」

が63.9%と 一 番多 い。 「コ ン ピュー タベ ン ダ」

(30.0%)と 「コ ン ピュー タベ ンダ系 列 の情

報処理 会社」(29.1%)は ほぼ同 じであ る。
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図 産業別アウ トソーシング依頼先機関の種類
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(2)ア ウ トソーシング先の選 定基準,選 定 理 由

アウ トソー シ ング を依頼 す る機 関の選定基

準 や 選定 理 由 は,全 産 業 で は,「 信 頼性,安

全性 が確 保 されて い る」(68.5%)が 一番 高

く,続 い て 「業 種 や業 務 の ノ ウハ ウに優 れ,

自社 の情 報戦 略 に適 合 して い る」(40.7%),

「他 の ア ウ トソー シ ング先 よ りコス トが安 い」

(37.7%),「 技術 力 が 高 く,最 新 技術 を駆使

で きる」(29.9%)の 順 であ る。

選定基準,選 定理 由0102030405060708090

他のアウ トソーシング

先よりコス トが安い

信頼性,安 全性が確保
されている

技術力が高く,最新技

術を駆使できる

業種や業務のノウハウ
に優れ,自 社の情報戦

略に適合している

機動力,動 員力等があ

り,利 用部門へのサー

ビスが行き届いている

その他

図 産業別アウ トソーシング先の選定基準,選 定理由

(3)ア ウ トソーシング費用 の情報化関連支出

全体に対する比率

情報化関連支出額の全体に占めるアウトソ

ー シング費 用 の 割 合 を全 産 業 で み る と
,10～

20%未 満 が28.8%と 一 番 多 く,続 い て,50%

以 上(22.7%),5%未 満(11.0%)の 順 で あ る 。

ワ篇磁 鑑5%繍10%〃20%〃 30%〃 鋤50〃50%以 上 ㌶

全産業(264)

製造業(92>

非製造業(147)

公務(25)

()内 は回答社数
社数比(%)0
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28.2

26.3
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19.3

図 産業別アウ トソーシング費用の情報化関連支出全体に占める割合
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(4)現 在利 用 中,あ るい は利 用予 定 の アウ ト

ソー シ ング先 に対 す る要望

ア ウ トソー シ ング先 に対 す る要 望 と して

は,全 産 業 で 「コス トダ ウ ン」 が77.0%と 最

も多 く,続 い て 「信 頼 性,安 全 性 の 向 上 」

♂■P■)ECREPORT

(51.7%),「 利用 者サ ー ビスの向上 」(23.3%),

「ア ウ トソ ー シ ン グ メ ニ ュ ー 範 囲 の 拡 大 」

(17.0%)の 順 であ る。 また公 務 で は,「 信 頼

性,安 全性 の向 上」が他 産業 に比べ て突 出 し

てい る。

要 望

アウトソーシング

メニュー範囲の拡大

信頼性,安 全

性の向上

利用者サービス
の向上

01020304050607080

図 産業別アウ トソーシング先に対する要望

アウ トソーシングを実施しない,あ るいは出

来ない理由

ア ウ トソー シ ングを実施 しない,あ るいは

出 来 な い 理 由 を,回 答 企 業 全 体 で み る と,

理 由

コスト削減が出来ない,

見通しが立たない

信頼性,安 金

性に不安がある

情報戦略上,自

社で保持 したい

自社要員の雇
用の問題

その他
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「コス ト削 減 が で きない,あ るい は見通 しが

立 た ない」(41.8%),「 情 報 戦略 上,自 社 で

保 持 したい」(38.0%),「 信 頼 性,安 全 性 面

で不 安 が あ る」(32.1%),「 自社 要 員 の雇 用

の 問題 」(14.0%)の 順 で あ る。

4.情 報 化 の 重 要 な関 連 課 題

上 位 を占 め た課 題 は 「西 暦2000年 対 応 」

(40.1%),「 クラ イア ン ト/サ ーバ シス テム」

(34.7%),「 グルー プ ウェ ア」(34.0%),「 イ

ン トラネ ッ ト」(33.8%),「TCO(情 報化 総

費用)」(31.4%)な どであ る。 トピ ック的 な

話 題 で あ る2000年 問題 は と もか くと して,

ネ ッ トワー ク結 合 され た複 数 の コ ン ピュ ー

タ間 で組 織 の業 務 を支 援 す る よ うな分 散 シ

ステ ム を効 率 的 に実 現 す る こ とにユ ーザ の

共 通 的 な関心 が あ るの は昨年 と同様 で あ る。

しか しなが ら,「 分 散 コ ン ピュー テ ィ ング(

CORBA)」(4.0%)や 「オブ ジェ ク ト指 向

システ ム開発 言語(JAVA等)」(8.3%)に

寄 せ られ た 少 な い 関心 を勘 案 す る と,分 散

シス テ ム と して の利 用 形 態 は まだ そ れ ほ ど

高 度 な もの に まで 熟成 して い な い可 能性 も

あ るご

一方
,昨 年 との相違 と しては 「コン ピュー

タウ イルス」(17.8%か ら13.6%)や 「オブ ジ

ェク ト指 向 シ ステ ム 開発 言 語(JAVA等)」

(16.9%か ら8.3%)な どに対 す る関心 度が 減

少 し,逆 に 「デー タウ エアハ ウス」(11.6%

か ら18.2%)が 関心 を集 め る結 果 に なった こ

とが あ げ られ る。 「デ ー タウエ アハ ウス」 は

技術 的 な新規 さ と同時 に,全 般 的 な景気 後退

の折 りか ら新 たなマ ーケテ ィング手法 に よる

新 規 市 場 開 拓 に期待 して の こ と と推 察 され

る。

産 業,業 種別 に見 た情 報化 課題 への関心

第1位 の 「西暦2000年 対応 」 か ら第5位 の

「TCO情 報 化総 費用 」 まで は産業 や 業種 に よ

る関心 の高 さに大 きな相 違 は見 られ ない と言

え るが,そ れ以 降 は製造 業 ・非製造 業 ・公 務

の産業 区分 に よって,あ るいは さ らに細分 さ

れ た業種 に よって若干 の差異 が見 られ る。

製造業 で他 業種 に比 較 して関心 が高 い課題

は 「エ クス トラネ ッ ト」(12.1%,非 製造 業

は7.6%,公 務 は4.7%),「ERP(統 合 業務 パ

ッケ ー ジ)」(23.7%,非 製造 業 は10.8%,公

務 は0%),「 モバ イル コ ン ピュー テ ィ ング」

(14.4%,非 製造業 は10.1%,公 務 は4.7%),

「サ プ ラ イチ ェー ンマ ネ ジ メ ン ト」(8.5%,

非 製 造 業 は3.8%,公 務 は0%)な どで あ り,

一 方 関 心 が 低 い の は
,「 パ ソ コ ンLAN」

(13.7%,非 製造業 は18.7%,公 務 は26.6%),

「ア ウ トソ・一ーーシ ング」(8.5%,非 製 造 業 は

14.4%,公 務 は26.6%),「 コ ンピュ ー タウ イ

ル ス」(11.3%,非 製 造 業 は14.3%,公 務 は

21.9%),「 コ ン ピュ ー タ不 正 ア ク セ ス 」(

7.7%,非 製造業 は11.3%,公 務 は15 ..6%)な

どで ある。

この傾 向か ら見 る限 り,製 造業 で は比 較 的

最 近 の情報化 の技術 に対す る関心 が高 い こ と

が窺 える。 しか しセキ ュ リテ ィ関連 の課題 関

心 の低 さはやや意外 の感 があ り,こ れが その

まま意識 の低 さを示す もので は無 い ことを期

待 したい。

非製造 業 はあ ま り目立 った傾 向が ない よう

に見 え る。 強 い て言 え ば 「EC(電 子 商 取

引)/EDI」(15.8%,製 造業 は13.1%,公 務

は1.6%)が 高 い こ とで あ る が,こ れ は 電

力 ・ガス ・熱供 給 ・水 道業 や卸 ・商 社 ・小 売

業 が高い 関心 を示 した こ との反映 であ る。資

材調達 業務合理 化 や販 路拡大 な どが 目標 と考
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え られ る。

公 務 に 関 して は,「 ア ウ トソ ー シ ン グ 」

(26.6%,製 造 業 は8.5%,非 製 造 業 は

14.4%),「 コ ン ピ ュ ー タ不 正 ア ク セ ス 」

(15.6%,製 造 業 は7.7%,非 製 造 業 は

11.3%),「 パ ソ コ ンLAN」(26.6%,製 造 業

は13.7%,非 製 造業 は18.7%)な どへ の 関心

が高 く,一 方 で 「ERP(統 合業務 パ ッケ ー ジ)」

(0%,製 造 業 は23.7%,非 製造 業 は10.8%),

「EC(電 子 商取 引)/EDI」(1.6%,製 造 業

は13.1%,非 製造 業 は15.8%),「 デー タウ エ

アハ ウス」(1.6%,製 造 業 は22.2%,非 製 造

業 は17.4%),「 西暦2000年 対 応 」(26.6%,

製 造業 は40.5%,非 製造 業 は41.4%)な どへ

の関心が低 い傾 向が 窺 える。 この調査 結果 を

見 る限 り,公 務 にはやや保 守 的な傾 向が感 じ

られ,「ERP(統 合 業務 パ ッケ ー ジ)」 や 「デ

ー タウエ アハ ウス」 な どの情 報化 の最 近の話

題 につ い て は あ ま り高 い 関心 を持 って い な

い。 この原 因 は,公 務 はその組織 的 な特 徴 ・

制約 か ら して熟 成 してい ない先進 的 な技 術 の

導入 は困難 で あろ う こ とや,そ もそ もこれ ら

の技術 が公務 の通 常 の業務 とは若 干距離 が あ

るた め と考 え る こ と も可 能 で あ ろ う。 「コ ン

ピュ ー タ不 正 ア クセス」 へ の 関心 の 高 さは,

公 務 が機 密情 報 を扱 う機 会が 多 く不 正 ア クセ

ス に対 して相 当 の神 経 を使 ってい るた め と考

える ことが で きる。

その他の分析

(1)経 年的な傾向

図の3年 間の関心度 の変化か ら2つ の傾 向

を見て取 ることがで きる。第一の傾向は関心

の多様化である。各年度で第1位 の関心度 を

示 した項 目の関心度率 を見ると,96年 調査

の 「クラ イ ア ン ト/サ ーバ シス テム」 が

」■PDECRkPOR.T

50.2%,97年 調 査 は 「西 暦2000年 対応 」 が

45.1%,さ ら に今 年度 の 第1位 は 同 じ く「西

暦2000年 対応 」で あ るが,関 心 度率 は40.1%

となって お り,相 対 的 に第1位 の項 目に対 す

る関心度 が毎年 数 ポ イン トつ つ減 少 してい る

こ とが分 か る。

と もあれ,こ う した全体 的 な関心 の多様 化

あ るい は関心 の低 下傾 向 は,お そ ら く情報技

術 その ものの多様 化が 大 きな理 由 と思 われ る

が,そ れ と同時 に近年 の情報 化が対 象 と して

い る問 題 は個 別技 術 で 対 処 で きる範 囲 を越

え,複 数 の要素技術 の組 合せ に よる アプ ロー

チで 初め て効 果が期 待 で きる よ うな複 雑 な問

題 にな ってい る状 況 を反 映 してい る と も考 え

られる。す なわち,第 一線 のユ ーザ に とって,

それ 自身単独 で決 定的 な重要性 を持 つ技 術 や

話 題 を期 待 す る ことが相 当 困難 にな って きて

い る可 能性 があ る。

第二 の傾 向 は第一の それ に比 較 して顕 著 で

は ない ものの,情 報 化 に際 してのユ ーザの期

待 の置 き どころが類 推 で きる点 で ある。経年

的 に見 て関心 が増大 してい るのは 「TCO(情

報 化 総 費用)」(昨 年 に比 較 して1.7倍 以 上),

「デ ー タ ウ エ ア ハ ウ ス 」(同 じ く1.6倍),

「ERP(統 合 業 務 パ ッケ ー ジ)」(同 じく1.3

倍 弱)な どで あ る。 これ らか ら感 じられるユ

ーザの意 図 は
,対 外 的 には 「デーク ウェアハ

ウス」 に よって新 たなサ ー ビスや ビジネスチ

ャ ンスの 創 出 を 目指 す 一 方 で,社 内 的 に は
ト

「ERP(統 合業務パ ッケー ジ)」 でやや縦割

り的であった個別業務システムを統合化する

ことで生産性を向上させ,し かも全体的には

可能な限 り情報化投資コス トの削減をも実現

したい(TCO情 報化総費用)と い うところ

であろう。景気後退の影響からか,ユ ーザが

情報技術に寄せる期待 は明確で厳 しいものに
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な ってい る と言 える。 なお,情 報化投 資 の抑

制傾 向 は本調査 の 「コ ンピュー タ利用状 況調

査」 の結 果 とも符合 す る。

JIPＬDEC-R』iζPORπ

は あ ま り見 られ て い な い 。 しか し,今 後 の

EC/EDIの 展 開が期待 されてい る こ とには変

わ りはない。

(2)関心の保守的 ・短期的な傾向

今年度調査で新たに追加 した項目は7つ あ

るが,こ れ らは情報技術的な観点で新 しい傾

向を示すものや社会的な影響の強い技術など

を含む。 しかしながら,す べての新規追加項

目が下位15項 目までに含 まれている ことか

らも窺 えるように,こ れらの新規追加項 目に

寄せ られた関心度合いは総じて極めて低調だ

ったと言うほかない。これらの項目の中には

例えば「フリーソフトウェア/シ ェアウェア」

や 「知的財産権/ソ フ トウェア特許」 などの

ように,企 業の情報 システム構築 ・運営の観

点からも,そ の動向に少なか らぬ関心 を寄せ

られて然るべきと感 じられる項目もある。や

はりこのアンケー トが対象とした情報システ

ム部門は,企 業運営の中核 をなす情報 システ

ムの日々の運用に最大限の関心を払っている

であろうことから,そ の関心 もやや保守的,

短期的な観点が 目立つ傾向 を感 じとることが

できる。日常的な意味での情報システム構築

にまだ組み入れられていない,技 術的 ・時間

的に距離のある話題 に関しては,企 画セクシ

ョン的組織の担当範囲であるかもしれない。

5.電 子 商取 引(EC/EDI)の 実 施 状 況

今回の調査 では,「EC/EDIを 実施 してい

る」との回答 は323件 あ り,そ の うち製造業

172件,非 製造業148件,公 務3件 と昨年度

とほぼ同様 な結果であ り特に際だった進展は

認められていない。また,実 施企業 は大規模

ユーザが262件 と中小 ・中堅規模ユーザの61

件に対 し圧倒的に多 く,未 だすそ野の広が り

業種間EC/EDIの 実施状況

(1)相 手先が同業他社

相手先が同業他社 とのEC/EDIの 実施状

況は,製 造業間(製 造業 一製造業)が69.8%,

非製造業間(非 製造業 一非製造業)が50.0%

で行われ,製 造業間での実施が7割 あった。

公務分野(特 に地方公共団体)で は個人情報

保護の面か らネ ットワーク接続の禁止事項等

があ り 「相手先が同業他社(公 務 間)で の

EC/EDI実 施」はほ とんど行 われていなか

った。しかし,行 政情報化の進展にはネッ ト

ワーク化 とデータベース構築が不可欠であ

り,今 後 は公務の分野での実施 も期待 されて

いる。

(2)相 手先 が異業種 他社

相 手 先 が 異 業種 他 社 とのEC/EDIの 実 施

状 況 は,製 造 業38.7%,非 製造 業51.7%,公

務6.5%で 実施 され,非 製 造業 で の実施 が 多

い傾 向 にあ る。製造業 で は(製 造 業 一製造 業

(異 業 種))37.8%,(製 造 業 一 非 製 造 業)

49.4%,(製 造業 一公務)6.4%で あ り,非 製

造 業 と他社 の組 み合 わせ で は,(非 製造 業 一

製造 業)40.5%,(非 製 造業 一非 製造 業(異

業種))54.1%,(非 製 造業 一公務)6.8%で
ト

あった。非製造業が非製造業の異業種との実

施が若干多い。

(3)相 手 先が海外 企業

EC/EDI実 施 企 業(回 答323件)の うち

15.2%が 「海外 企 業」 と行 って い る。 産業 別

では,製 造業21.5%,非 製造業8.1%で あ り,
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企 業規模 別 で は大 規模 ユ ーザ18.3%,中 小 ・

中堅規模ユ ーザ1.6%(1件)で あ った。

(4)相 手先が消費者 ・個人顧客等

EC/EDI実 施 企 業(回 答 企業)の うち

4.3%が 「消 費 者 ・個 人 顧 客 等 」 と行 っ て い

る 。 製 造 業 は0.6%,非 製 造 業 は8.8%で あ

り,大 規 模 ユ ー ザ は4.6%,中 小 ・中 堅 規 模

ユ ーザ は3.3%で あ っ た 。

3年 後の実施予定

社数 比(%)
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図 産業別業種間EC/EDI実 施状況

3年 後のEC/EDIの 実施予定は,製 造業で

消費者・

個人顧客

は 「同 業他社 間で実 施」(61.6%),非 製 造業

で は 「非 製造業 異業種 と実施 」(54.2%)が 多

社数比(%)

70

60

50

40

30

20

10

o
業

種

相

手
先

()内 は回答社数

同業 製造業 非製造業 公務 海外企業 消費者・

他社L－ 異業種他社 一 」 個人顧客

(注:[公務]の 回答数は3件であったので,省略した。)

図 産業別業種間EC/EDI実 施3年 後予定

一24一



く,積 極的な姿勢が見 られる。

また,現 在の実施状況 と3年 後の状況 を比

較すると,「 対海外企業 と対消費者 ・個人顧

客」が大きく伸びている。特に 「対海外企業」

は製造業で多 く,「対消費者 ・個人顧客」 は

非製造業で多かった。この傾向は昨年度の調

査でも同様であり,グ ローバル化 と消費者 ・

個人指向の傾向は今後 とも大きくなるものと

予測される。

6.調 査 時 期,調 査 期 間

平 成10年 度 の コ ン ピュー タ等 利 用 状 況 調

査 は,平 成10年9月30日 現在 を調査 時点 と し,

平 成10年10月23日 か ら11月16日 まで を調 査

期 間 と した。

発送 回収 状況

(1)回 収状 況

発 送数 回収数 回収率

4,714*1,04322.1%

(*内 オンライン事業体1,085)

調査の内容

今回の調査では,次 の内容のア ンケー ト調

査票 を作成 し,調 査対象先の情報 システム部

門に郵送 して回答を得た。

(D回 答社属性

① 業種,資 本金,年 商,従 業員数規模

(2)情 報 システム部門規模

② 情報 システム部門の年間情報化関連支

出の状況

③ 情報化投資の動向

JIPPECREPORπ

④ 情報システム部門の要員数

⑤ 情報システム部門要員の平均給与

(3)情 報 システム利用環境

⑥ コンピュータシステム3年 後の予想規

模

⑦1人 当た り派遣要員費用

⑧ 情報 システム部門要員,一 般社員用の

関連教育費用

⑨ パ ッケージソフトウェアの利用状況

⑩ データウエアハウスの利用状況

⑪ アウトソーシングの利用状況

⑫ 情報化の重要な関連課題

(4)オ ープ ンシステ ム化/ダ ウ ンサ イジ ング

⑬ オー プ ンシス テム化/ダ ウ ンサ イ ジ ン

グの評価

(5)コ ン ピュー タネ ッ トワー ク

⑭ 通信 回線 サ ー ビスの利 用 状 況,3年 後

予定

⑮ 国際 通 信 サ ー ビス の利 用 状 況,3年 後

予定

⑯ コ ン ピュ ー タ ネ ッ トワ ー クの 保 有 現

況,3年 後予 定

⑰ クラ イア ン ト/サ ーバ機の構 成

⑱EC/EDIの 利用 状況,3年 後予定

⑲ テ レワー キ ング(在 宅 勤務)/モ バ イ

ル コ ンピューテ イ ングの利用状 況
)

(6)平 成10年 度新設調査 内容

情報化投資の動向

アウトソーシングの利用状況

コンピュータネットワークでの適用業務
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当協会では,賛 助会員サー ビスの一環 とし

て,当 協会の事業成果や情報化 にかかわる最

新の動向等をテーマに取 り上げ,賛 助会員研

究会を開催 しています。

平成10年 度 は以下の とお り3回 開催 しま

した。

◆ 第1回

日時:平 成10年4月13日(月)10:00～12:00

場所:機 械振興会館6階67号 室

プログラム:

・「企業 における情報処理教育 の実態 と今

後のあ り方」

岡野 壽夫氏(前 筑波技術短期大学電

子情報工学専攻教授,情 報処理教育実

態調査委員長),

臼井 建彦氏(日 本電気㈱C&Cシ ス

テム教育事業第一教育部長,情 報処理

教育実態調査委員)

◆ 第2回

日時:平 成11年2月10日(水)10:00～11:30

場所:機 械振興会館6階67号 室

プログラム:

・「国内の不正ア クセス動向 とセキュリテ

ィ対策活動」

大林 正英(当 協 会情報 セキュ リテ ィ

対策室 コンピュータ緊急対応センター

事務局)

◆ 第3回

日時:平 成11年3月2日(火)14:00～16:00

場所:機 械振興 会館6階67号 室

プ ログ ラム:

・「日米比 較 を通 して見 る我 が 国の 先端 情

報技 術 開発 の問題 点 につい て」

内 田 俊 一(当 協 会先 端 情 報技 術 研 究

所所 長)

一 …情報セキュリティ対策室一 …

情報セキュリティ対策室では,セ キュリテ

ィ対策,シ ステム監査 に関す る調査研究及び

プライバシーマーク制度の運用を行っていま

す。また,コ ンピュー タ緊急対応 セ ンター

(JPCERT/CC),シ ステム監査 学会 の事務局

運営 を推進 しています。

1.セ キ ュ リテ ィ対 策 に関 す る調 査 ・

研究

セキュリティ対策の調査研究では,セ キュ

リティ製品の動向 を把握 し,製 品化のための

技術及び要素技術を抽出して製品と技術の関

連を整理 したうえで,技 術 の進展状況 を勘案

してセキュリティ技術発展のロー ドマップを

作成しています。また,セ キュリテ ィ製品や

技術 をユーザに提供する産業 ・サービスとの

関連 も整理 し,技 術 の進展状況 を考慮 した

21世 紀 のセキュリテ ィ産業の規模 について

も検討しています。

一26一



2.シ ス テ ム 監 査 に 関 す る調 査 ・研 究

わが 国の システ ム監査 の実態 を把 握す るた

め 隔年 で実 施 してい る ア ンケ ー ト調査 は,ユ

ーザ企 業約4
,700社 に対 して平 成10年 の秋 に

実施 しま した。被 監査 部 門 か らは883事 業 体

(回 収率18.6%),監 査 部 門 か らは620事 業 体

(回 収 率13.1%)の 回答 を得 る こ とが で きま

した。

この ア ンケ ー ト調 査 は,従 来 か ら隔年 で実

施 してい る もの で,こ の回答 か ら,シ ステム

監査 の 実 施状 況 をみ る と,被 監査 部 門 で は

33.7%,監 査 部 門 で は34.2%と 前 回の状 況 と

大 き く変化 して い ませ ん。調査結 果 の詳細 に

つい ては,現 在 取 りま とめ 中です。

3.プ ラ イ バ シ ー マ ー ク 制 度 の 運 用

平成10年4月 か ら運用 を開始 した プ ライバ

シ ーマ ー ク制 度 は,平 成10年9月 に最 初 の3

事業 者 を認定 して以 来,そ の数 は少 ない もの

の着 実 に増 加 し,平 成11年3月10日 現在44事

業者 とな って い ます 。

平成10年9月 3

平成10年10月 13

平成10年11月 4

平成10年12月 11

平成11年1月 0

平成11年2月 6

平成11年3月 7

ま た,事 業 者 か らの 申請 を受 け審 査 す る

指 定 機 関 と して,社 団法 人 日本 マ ー ケ テ ィ

ン グ ・リサ ー チ 協 会,社 団 法 人 日本 学 習

塾 協 会 が 新 た に加 わ りま した。 最 新 の状 況

に つ い て は,当 協 会 の ホ ー ム ペ ー ジ

(URL:http:〃www.jipdec.or.jp/)を ご覧 下 さい。

プライバ シーマ ー ク制度 は,わ が 国独 自の

ものです が,米 国政府 の 自主的 な取組 みの要

請 を受 け て,米 国BBB(BetterBusiness

Bureaus)が,今 年3月 よ りオ ンラ イ ン上 の

個 人 情 報 の 取扱 い に関 してBBBガ イ ドラ イ

ンに準 拠 した事 業 者 にBBBシ ー ルの使 用 を

認 め る制度 を運 用 開始 しま した。BBBと は,

プ ライバ シーマー ク制度 との将来 の相 互認 証

を視 野 に入れ た連 携 を進 め るべ く意 見交換 し

て お り,ま た,EU内 にお いて も産 業界 か ら

同様 の動 きが 出てい る ところか ら,今 後世界

的 な規 模 での展 開が期待 されてい ます。

一方
,個 人情報 の保護措 置 につ いて文書化

した コ ンプ ラ イア ンス ・プ ログ ラム(CP)

へ の要 求事項 を定 め た 「個 人情 報保護 に関す

る コ ン プ ラ イ ア ンス ・プ ロ グ ラム の要 求 事

項 」 に関す るJls規 格(JISQ15001)が3月

20日 に制 定 され ま したが,こ れ に よっ て プ

ライバ シーマー ク制 度へ の関心 が一段 と高 ま

る もの と期待 で きます。

4.JPCERT/CC(コ ン ピ ュ ー タ緊 急 対

応 セ ン タ ー)の 運 営

JPCERT/CCが 平 成10年10月 か ら12月 の3ヶ

月間 に受 け た不 正 ア クセ ス の情 報提 供 は288

件 を数 え,減 少 の兆 しは全 くみ え ない状況 で

す。
●

JPCERT/CCで は,こ れ らの報 告 か ら対 応

策 を検 討 し,関 連 す るサ イ トへ 情 報 の提 供

あ るい は交換 を行 な って い ます。 また,対

応 策 は 「緊急 情 報 」 や 四半 期 毎 の 「活 動 概

要 」 に と りま とめ,JPCERT/CCの ホ ー ムペ

ー ジに ア ラー トと して掲 載 して い ます の で
,

ネ ッ トワー ク管 理 の 方 はそ ち ら も是 非 ご覧

下 さい。

イ ン ター ネ ッ トにお け る不 正 ア クセス につ
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い ての世 間的 な関心 と並行 して,一 般ユ ーザ

にお け るJPCERT/CCの 認 知度 が 高 ま ってお

り,情 報提供 メー リ ングリス トへ の登録 は増

え続 けてお ります 。

一方
,啓 発 活動 として ネ ッ トワー ク関係 の

イベ ン トに お い て各 種 セ ミナ ー を開催 した

り,企 業等 の セ ミナー に協 力 す る ことな どを

通 じて,ネ ッ トワー ク管理者 に安全対 策 につ

い ての注意 を喚起 してい ます。

JPCERT/CCの 活 動 状 況 や,不 正 ア ク

セ ス に 関 す る 最 新 の セ キ ュ リテ ィ技 術 情

報 に関 して は,今 後 もホ ー ムペ ー ジ(URL:

http:〃www.jpcert.or.jp/)を 活用 して発 信 して

い きます ので ご利 用 くだ さい。

一調 査 部 一一

1.高 度 情 報 ネ ッ トワ ー ク社 会 調 査 委

員会

ユーザニーズに応えた情報通信サービスの

あ り方について検討するため,東 京工業大学

令田高俊教授 を委員長に,委 員会 を開催 して

い ます。今年度 は,委 員報告のほか,ネ ット

ワー クビジネスに関わる企業の担当者の方4

人を講師 として招 き,ネ ッ トワークビジネス

を立ち上げている企業の事例を取上げ,サ プ

ライや側が考 える新サービスの可能性や,そ

の提供 にあたっての問題点,制 度 ・商慣習面

での障害などについて論議 し,そ の活動成果

を委員会報告書 としてとりまとめました。な

お,来 年度は,こ れをベースに,ユ ーザの実

際の利用動向についてアンケー ト調査を実施

し,そ こから浮かび上がる望 ましいサービス

の姿を明らかにする予定です。

2.情 報化 白書99年 版 の発 刊 予 告

情報化 白書99年 版の発刊 に向けて編集の

とりまとめを行っています。

各分野の専門家で構成し,原 稿執筆 も分担

いただいている「情報化白書編集専門委員会」

(委員長 廣松 毅 東京大学教授)を 開催 し

て原稿内容の検討 ・審議を行い,「 情報化 白

書編集委員会」(委 員長 石井 威望 慶雁大

学大学院教授)に おける最終審議 をもって原

稿が完成いたしました。編集作業を経て,例

年 どお り6月 には書店発 売 となる見込 みで

す。

99年 版の副題 となる総論 テーマは 「90年

代の情報化 と今後の展望」。90年 代情報化 の

総括 をメインに,20世 紀後半の情報化50年 の

流れや千年紀の視点 も盛 り込みました。90年

代の情報化は,冷 戦構造の終焉で世界経済が

一体化 し
,競 争環境が激化する中で進展 して

きました。グローバルな情報社会を目指すイ

ンフラ整備が課題とされ,イ ンターネッ トに

代表 されるオープンなネットワークが普及し

て,情 報化は社会の構造改革の推進力ともな

ってお ります。今回総論では,1999年 の"い

ま"を 認識する立場か ら,90年 代情報化の潮

流 を振 り返 り,21世 紀に向けた情報社会の姿

を展望 してお ります。

また,各 論においては,こ れまでの基本構

成を継承 しつつ,急 速 に実 ビジネスとなって

きた電子商取引と,そ の緊急性 と社会的影響

の大 きさから現在最も関心の高いコンピュー

タ西暦2000年 問題 を大 き く取 り上げてお り

ます。

3.主 要 国 にお け る情 報 政 策 に関 す る

調査研究

イギリスについては,1995年 の欧州連合
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(EU)パ ー ソナ ルデ ー タ保護 指令 の遵 守 を 目

的 と した1998年 デ ー タ保護 法 につ い て 調査

しま した。 本法 は1984年 の デー タ保護 法 を,

EU指 令 の適 用 範 囲 で あ るマ ニ ュ アル デ ー タ

(個 人 に関す る情 報 で機械 的 に処理 され な い

デー タ)も 適用対 象 とす る よう,修 正 した も

の です。

フ ラ ンス に つ い て は,コ ンセ イユ ・デ タ

(国 務 院:フ ラ ンス 政 府 の行 政 上 の 諮 問 機

関,法 案 作 成 等 を受持 つ と と も に最 高行 政

裁 判所 の機 能 を持 つ)が,1998年7月 に首相

に提 出 した報告 書 「イ ンター ネ ッ トとデ ィジ

タル ネ ッ トワー ク」 につ い て調査 しま した。

これは,フ ラ ンスの既存 の法体 系 を情報 社会

に照 ら し合 わせ,パ ー ソナルデ ー タ保護,電

子商取 引問題,セ キ ュ リテ ィ,ド メ イ ンネー

ム問題 な ど,多 様 な課題 につ いて の既 存 の問

題 を検討 し,今 後 の対 応 な どを提 言 した もの

です。

4.日 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム

今 年5月 に ドイ ツ連邦 共和 国(ド レスデ ン)

で 開催 予 定 の 第12回 目独 情 報 技 術 フ ォー ラ

ムに向 けて,全 体 プロ グラム,基 調 講演 ,プ

レナ リー セ ッシ ョンの テ ーマ を検 討 すべ く,

推 進委 員会 を開催 しま した。

5.情 報 化 に 関 す る海 外 向 け広 報

わが 国の情報 通信 産業及 び 情報化 一般 の最

新 の 動 き を 海 外 に 紹 介 す る た め,英 文 誌

JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)を 発

行 してい ます。

今年 度 は,情 報 化 白書98年 版 の概 要 を翻訳

したInformatizationWhitePaper1998を

JIQNo.114〔 特 別号 〕 と して発行 し,ま た,

No.115で は 日本 におけ る個 人情報保 護 の現状

を取上 げ,政 府 の取組 みや,当 協 会が 開始 し

た プ ラ イバ シー マ ー ク制 度 な ど を紹 介 し,

No.116で は,日 本 の情報 通信 産業 につ い て,

政 府が発 表 してい る統 計数 値 を も とに,情 報

サ ー ビス業,電 子機 器製造 業,電 気通信 事業,

放送 事業 の市場 規模 を紹介 してい ます。 今年

度最 後 の号 とな るNo.117で は,電 子 商取 引推

進 プ ロジ ェク トをテーマ と して取上 げ,そ の

現状 につ いて紹 介す る予 定 です。

6.講 演 ・セ ミナ ー

1月14日,機 械振 興 会館 ホー ル にて,「 コン

ピュー タ西暦2000年 問題 対 策特 別講演 会」を

開催 しま した。 コ ン ピュー タ西暦2000年 問題

の早期 対 応 が叫 ばれ る 中,168名 とい う多数

の 参加者 が あ り,熱 心 に聴講 され てい ま した。

平 成11年1月14日(木)10:00～16:00

・「通商 産業 省 の2000年 問題 関連施 策 につ

いて」

小 浦 克 之氏(通 商 産業 省 情 報 処 理振

興課)

・「2000年 問題 を経営 改 善 につ なげ る 一情

報 シス テムの診 断 と危 機管理 体制 一」

梅 津 尚夫 氏(日 本 シス テ ム監 査 人協 会

顧 問)

・「西暦2000年 対 応 プロ ジゴ ク ト監 査 の観

点 と実 際」 ・

藤 田 好 也 氏(NRI情 報 シ ス テ ム 上 級

専 門職)、

・「2000年 問題へ の対 応 一 ク ライア ン トサ

ーバ の選択 一」

所 昌一郎 氏(サ ンス ター文 具 プ ロ デ

ュ ーサ)

・「2000年 問題 にお ける金融施 策 について」

松 丸 知 宏 氏(中 小 企 業 金融 公 庫 特 別

賞付 課)
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技術企画部

1.複 雑 系 情 報 処 理 に 関 す る調 査 研 究

複雑系 へ の情 報技術 の応用 の視 点 か ら,関

連分 野 の諸 理論 ・技術 の研 究 動 向 につ い て,

引 き続 き 「複雑 系 情 報処 理調 査 専 門委 員会 」

(委員 長 中島 秀之 電子技 術総 合研 究所情

報科 学部部 長)の 活動 を主体 に調査研 究 を行

ってい ます。 本年1月 に は米 国 で開催 され た

The6thintemationalconferenceComputational

Finance`99に 和 泉 潔氏(電 子技 術 総合研 究所

情 報 科 学 部研 究官)を 調 査 員 と して派 遣 し

て,金 融 分 野 にお け る複 雑 系 ア プ ロ ーチ の

最 新 の研 究 動 向 につ い て 調査 を実 施 しま し

た。

また,「 複雑 系 に関す る シ ンポ ジウ ム ー情

報処 理の新 しい枠組 み を考 える 一」と題 して,

平 成ll年2月4日(木),機 械 振 興会館(66号

室)に おい て シ ンポ ジウム(プ ログラム参 照)

を開催 しま した。 この シ ンポ ジ ウムで は,複

雑系 関連 の研 究 に関す る講 演 と複 雑系 情報 処

理調査 専 門委 員会 にお け るこれ までの成果 を

紹介 して,こ れ に対 す る関係 有識者 との意見

交換 を 目的 に開催 した もので,参 加 者 は大学

関係 者,企 業研 究者 を中心 に84名 の参加 が あ

りま した。

<プ ロ グラム>

1.複雑 系情 報処 理 としての 人工知能

中島 秀之 氏(踊 麟省疎鯖 院肝繍齢耽所情報科学細長)

2.株価 変動 と経 済物理 学 ・E・・n・phy・i・・App・・a・h・

高 安 秀樹 氏 ㈱ ソニー・ンピ・一夕サイエンス研究所シ・アリサー酬

3.複雑系 か らみ た認 知 と生命

池上 高志 氏(東献学大学離 合文化研究絋域システム科学系蝋授)

4.進化論 は計算 しない とわか らない

星野 力 氏(雄 大学縦 工学系醐

5.パ ネル討論:情 報処理の新しい枠組みを考える

司 会:中 島 秀之氏(前 掲

パネリスト:高 安 秀樹氏(前 掲

池上 高志氏(前 掲

星野 力氏(前 掲

竹内 郁雄氏

(電気通信大学電気通信学部情報工学科教授)

)

)

)

)

以 上の調査 成果等 を踏 まえて,今 年 度の取

りま とめ に向 け,複 雑系 につ いて,人 工知 能

(見 方,方 法 論),プ ロ グ ラム(扱 う対 象),

ネ ッ トワ ー ク,ソ フ トウ ェア(扱 う道 具),

マ ルチエ ージ ェ ン ト,言 語,生 命(現 象).と

い った視点 か ら考察 を進 めてい ます。

2.産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュ ニ テ ィ に 関

す る 構 築 ・運 用

電 子 情 報 通 信 技 術 に関 す る 自由 な情 報 収

集 ・提 供 お よび意見交換 な どを行 う研 究 開発

情報 イ ンフラ と して,WWWサ ーバ に よる産

学官研 究 開発 コ ミュニテ ィの構築 ・運用 を引

き続 き行 ってい ます 。電子 情報通信 の分 野 に

関す る最新情 報 を提供 す る 「LatestNews」 で

は毎週,月 ・水 ・金 にデー タを更新 してお り,

また,研 究開発 や イベ ン ト,出 版 等諸 々のニ

ュv…ス を提供 す る 「BBS」,産 学 官 の研 究 交

流 に関す るニ ュース を提 供 す る 「Tec㎞ology

Map」 も適 時更新 を行 ってい ます。 また,ユ

ーザが よ り使 い易 いWebペ ー ジ となる こ とを

目指 して,最 新の高 速処理 が可 能 なマ シ ンに

置 き換 え,非 常 に高速 かつ 的確 な情 報提 供,

検 索サ ー ビス を提供 してお ります。

さ らに,本 年度 の新規 システ ム と して前 年

度 開発 したlntelligent-PADを 使 用 した高機 能

ツール キ ッ トを基 に して,Java言 語 に よる検

索情報 の絞 り込みが可 能 な ビジュ アル ツー ル

キ ッ トを現 在 開発 中で,3月 末 には 第1版 が

完成 す る予 定です 。
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国 家 プ ロ ジ ェ ク トの 情 報 提 供 に つ い て は,

G7の グ ロ ー バ ル ・イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン ・イ

ン フ ラ ス トラ ク チ ャ(GII)の1つ の プ ロ ジ

ェ ク トで あ る グ ロ ー バ ル イ ンベ ン トリ ・プ ロ

ジ ェ ク ト(GIP)の 日本(通 商 産 業 省)イ ン

ベ ン ト リ と して 位 置 づ け,G7各 国 と有 機 的

に連 係 し,同 コ ミュ ニ テ ィの 一 つ の サ ー ビス

機 能 と して 構 築 ・運 用 を 引 き続 き行 っ て お

り,現 在,日 本 イ ンベ ン トリの新 しい デ ー タ

を追 加 す る た め,プ ロ ジ ェ ク トに関 す る情 報

収 集 を行 っ て い ます 。

本 事 業 の 関 連 サ イ ト

・G7GlobalInventoryProject(GIP)

http://www.gip.int/

・産 学 官 研 究 開発 コ ミュ ニ テ ィ

http://www.gip.jipdec.or.jp/

・情 報 化 関連 政 策 ホ ー ム ペ ー ジ

http://www.gip.jipdec.or.jp/policy/

3.次 世代 電 子 図 書館 システム研 究 開発

事業

平成9年 度 まで に開発 した技術 を統合 した

プロトタイプシステム構築を中心 とした研究

開発 を引続き行っています。プロトタイプシ

ステムでは次の11テ ーマ を組込むことになっ

てい ます。

プロ トタイプシステムに組込むテーマ

8用 途別統合検索技術

9情 報 フィルタリング技術

10知 的財産権運用管理技術

11統 合技術

6,7,9が 平 成10年 度 中に組込 むテーマ

プ ロ トタイ プ システ ム構築 にあ た って は,

開発 した個 別技 術 の 実証 を行 うだ けで な く,

電 子 図書館 と して必 要 な機 能 を組 込 んだ実用

シス テム として の開発 を 目指 してい ます。 こ

のため,ユ ーザ ニーズの反 映 と具 現化等 が必

要 なため,先 進 ユ ーザで あ る国立 国会 図書館

の ア ドバ イス を受 けなが ら実施 して い ます。

さ らに,プ ロ トタイプシス テムの実証 実験

に使 用す るコ ンテ ンツにつ いて は,パ イ ロ ッ

ト電 子 図書館 プ ロジェ ク トで作 成 され た各種

白書 等 のデ ジ タル コ ンテ ンツ を利用 す る とと

もに,ニ ュー ス映像 等 の動画 コ ンテ ンツ も利

用す る予定 です。

一 中央情報教育研究所一

1エ ー ジ ェ ン ト基 盤技術

2マ ルチメディアデータベ ース基盤技術

3ア プリケーションシステムアーキテクチャ技術

4マ ルチメテ耽 入 力 ・変 換 ・登録 ・編集技術

5高 度 文書 入力 シス テム技術

6情 報発 信型 エ ー ジェ ン ト技 術

7知 的情 報検索 エ ー ジェ ン ト技術

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度

情報化人材の育成のために次の研修事業,調

査研究事業お よび普及啓蒙事業を実施してい

ます。
ト

1.平 成10年 度 下 期研 修 事 業

(1)高 度情報化人材の研修

本研修事業は,情 報処理の各専門分野 に特

化 した高度な知識 ・技術を備えた技術者を育

成するため,毎 年継続 して実施 している事業

です。具体的には,通 商産業省の産業構造審
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議会 情報 産業部会情 報化 人材対 策小 委員 会の

提言 に基づ き,当 協 会が作 成 した 「高度 情報

化 人 材 育 成 標準 カ リキ ュ ラム」 に準 拠 した

「モ デル研 修」,時 宜 に合 致 した個別 テーマ の

「企 画 テ ーマ コー ス」 お よび受講 者側 の特 定

ニ ーズ に応 じて編成 した 「特定 コース」 を,

産業 界 や大 学 等 か ら講 師 を招 聰 し実 施 しま

した。

モデ ル研修 は,シ ス テム監査技術 者,プ ロ

ジェ ク トマ ネー ジャ,プ ロダク シ ョンエ ンジ

ニア,ネ ッ トワー クスペ シャ リス ト,デ ー タ

ベ ー ススペ シ ャリス ト,シ ステ ム運 用管理 エ

ンジニ ア,第 一種 共通 カ リキュ ラム研修 の7

種 の体 系 か らな り,受 講 の容 易性 を考慮 し,

7種 の体 系 をさ らに細 分 化(コ ー ス)し て実

施 しま した。

本 年 度 の 開催 回数 は119回,開 催 日数 は延

べ480日,受 講 者数 は,2,130名,研 修 に携

わ っ た講 師 は123名,コ ース 別 実施 概 況 は,

以 下 の とお りです。

① モデル研修

コ ー ス 名 回 数 受講者

1.シ ステム監査技術者 (2) (20)

1ω システム監査総論 1 10

(2)シ ステム監査実践 1 10

2 プ ロ ジ ェク トマ ネー ジ ャ (8) (65)

(1)プ ロジェク ト管理総論 2 21
L

(2)協 力会社管理 2 16

←

(3)プ ロジェク トの進捗管理 2 15

「

(4)プ ロジェク トの品質管理 2 13

3 プロダクションエンジニア (3) (21)

(1)構 造化 アプローチによるシステム設計 1 7
」

(2)オ ブ ジ ェク ト指 向 に よる刃.リケーション開発 1 6

F

(3)ERモ デルの有効活用 1 8

4.ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト (10) (59)

(1)通 信回線 と通信機器 2 9
L

(2)デ ータ伝送技術 とアーキテクチ ャ 1 5

(3)ネ ッ トワー クソ フ トウ ェア 1 5
一

(4)LANの 要求定義 ・設計 ・構築 ・評価 2 13

(5)WANの 要求定義 ・設計 ・構築 ・評価 2 14
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一

コ ー ス 名 回 数 受講者

(6)ネ ッ トワー ク システ ム の管理(運 用 ・保 守)

ト
1 9

(7)ネ ッ トワーク通信技術 1 4

5.デ ー タベ ース スペ シャ リス ト (6) (57)

(1)デ ー タベ ー スの基礎 理 論
L

2 24

(2)デ ータベースシステムの設計 と運用
「

2 21

(3)デ ータベ ース技術動 向 2 12

6.シ ステム運用管理 エンジニア (3) (40)

(1)シ ステム運用管理技術 と分散 システム
L

1 14

(2)運 用管理のためのネ ッ トワーク管理技術
P

1 14

(3)運 用管理 のためのセキュリテ ィ管理 1 12

7 第一種共通カ リキュラム研修 (11) (102)

(1)コ ン ピュー タア ー キテ クチ ャ
L

1 7

(2)コ ンピュ ー タ科 学 基礎 1 9

(3)通 信 ネ ッ トワー ク 1 12
　

(4)基 本 ソ フ トウ ェア

ト
1 6

(5)デ ー タペ ース
ト

1 11

(6)ソ フ トウ ェア工学
「

1 10

(7)コ ミュニ ケ ー シ ョン技 法

卜
1 9

(8)問 題発見 ・解決技法 1 12

(9)応 用 システム開発技術
←

1
^8

(10)ヒ ュ ーマ ンイ ンタ フ ェー ス 1
'9

(11)シ ステム構成技術 1 9

小 計 ① 〔モデル研修〕 43

`

364

② 企画 テーマコース

コ ー ス 名 回 数 受講者

・コ ン ピュー タサ イエ ンス
1 29

・プ ログラミング応用 1 19
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コ ー ス 名 回 数 受講者

・COBOL応 用 1 39

・ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト短期 養 成 2 17

・表現技法 1 35

・パ ソ コン リー ダー研修 8 240

・経営情報管理 1 138

・シニアSE養 成 1 26

・予算 ・会計業務企画担当者のためのシステム基礎知識 1 17

・プ ロジ ェ ク ト管理 1 25.

・情報 システムの基礎 1 49

・データベース システムの設計 と運用 2 29

・ネ ゴシエ ー シ ョン能 力 2 45

・C/Sシ ステム開発におけるプロジェク ト管理 3 46

・ソフ トウェア購買(業 務管理編) 1 20

・提案型設計行動力修得 3 35

・情報処理教育担当教員等養成講座 1 18

・ソフ トウェア営業SEの 基本 と実際 2 19

・ア プリケーションエンジニア短期養成 1 5

・ 「2000年 」問題 とシステム監査 1 7

・内部設計 1 8

・個 人情報保護 とシステム監査 1 7

・LANの 設 計 ・構 築 1 22

・ア ウ トソー シン グの シス テム監 査 1 12

・コ ミ ュニケ ー シ ョ ン技 法 1 10

・システム要求分析 フェーズの提案力強化 1 78

・データベースの基礎理論 1 18

・プロ ジ ェ ク トリー ダ育 成 1 36

・県連 コンピュー タ要員育成研修 1 18

・SE養 成 1 38
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コ ー ス 名 回 数 受講者

・交渉 ・折衝 力強化
2 22

・品質管理
1 7

・プロジェク トにおける組織要 員管理
1 14

・プロ ジ ェ ク トリー ダ研 修
1 10

・情報 システムの応用
一 一

1 30

・プロジェク ト管理総論
2 34

・システム運用管理 エンジニア短 期
1 10

・テ ス ト技 法
1 8

・プ レゼ ンテ ー シ ョン技法

一 ■.一

2 20

・プ ロジェク ト管理者教育
1 22

・電子計算機 プログラミング研修
1 43

・顧客提案能力養成
1 8

・インタビュー技法 と提案書作成
1 11

・応用 システム開発
1 10

・高度情報処理要員養成 フォローア ップ研修
1 30

小 計 ② 〔企画テーマコース〕 63 1,384

③ 特定コース

コ ー ス 名 回 数 受講者

1.プ レゼ ンテ ー シ ョン訓 練 5
'113

2.ビ ジネ ス文書 3 ¶02

3.ハ ー ドウ エ ア 1 50

4.プ ロ グ ラマ養成1 1
、

16

5.プ ロ グ ラマ養成ll 1 41

6.プ ロ ジ ェク ト管 理 実践 2 40

小 計 ③ 〔特定 コース〕 13 362

総 合 計 〔① 十 ② 十 ③ 〕 119 2,110
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(2)情報処理技術 インス トラクタ研修

本研修事業は,情 報処理教育に携わるイン

ス トラクタ等(情 報処理専門学校等の教員や

企業 における情報処理教育担当者等)を 対象

に,そ の資質の向上に向けて,情 報処理に関

する技術および知識や教育技法等についての

研修を毎年継続 して実施している事業です。

研修コースは,主 に情報処理専門学校等の

教員を対象とする情報処理技術インス トラク

タ研修と,地 方 における情報処理教育担当者

等 を対象とする企業内研修リーダ養成研修が

あります。

① 情報処理技術インス トラクタ研修

本研修の実施にあたっては,「 情報処理技

術 インス トラクタ研修企画委員会」(委 員長

國友 義久 長野大学産業社会学部産業情報

学科教授)を 設置 し,研 修内容の見直 しや教

授方法の改善を図っています。

研修内容は,主 に標準 カリキュラムの内容

やその指導法 または指導上のポイン ト等で

す。

本年度の開催回数は地方開催 を含めて44

回,開 催 日数は延べ86日,受 講者数は416名,

研修 に携 わった講師 は25名,コ ース別の実

施概況 は以下の とお りです。'

コ ー ス 回数 受講者
地 方

開催地

1教 育 エンジニア関係 コース (7) (88)

(1)教 育エンゾコ ～ イ ンス トラ ク シ ョン業 務 ～ 2 19

(2)短 期 インス トラクシ ョン技術 2 48

(3)教 育心理学入門 1 6

トーー一

(4)情 報 リテ ラ シー教 育指 導者 ス クー リング 2 15

2シ ステ ムア ドミニ ス トレー タ コー ス (13) (128)

(1)シ ステムアドミコ トレ一夕育成 カリキュラムの指 導 ポ イ ン ト 2 19 大阪1

(2)シ ステムアド ミニストレータの ためのWebマ スター入 門～HTML編 3 31

(3)シ ステムアドミニストレータの た めのWebマ スター入 門～ イントラネット編 1 9

ト

(4)シ ステムアドミコトレづの ための表現技法 1 5

(5)シ ステムアド ミニストレータの ためのテ㌧タへ㌔ス利 用 と設計 の基 礎 1 16

(6)シ ステムアド ミコ トレ一夕の ため のCSS環 境 設定 と構 築 ・運 用

～WindowsNTサ ーバ に よ るSOHO設 定 の体 験学 習 ～
1 12

(7)上 級 システムアドミコ トレータの 実態 と役 割 ・期待 1 5

(8)業 務改善やテ㌧タ分析の推進ができる実践的情報化リ
ーダ養成

1 7

「

(9)情 報 リテラシー教育支援者スクー リング 2 24

3.第 二種 共通 カ リキ ュラム コー ス (1) (5)
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コ ー ス 回 数 受講者
地 方

開催地

i(1)第 二種共通カリ㌔ラム共通知識 の本旨淋 イン ト
`

1 5

4.情 報化人材育成 コース (3) (29)

(1)第 二種情報処理技術者の学習ポイン ト
L

1 4

(2)第 一種情報処理技術 者の学習ポイン ト
ト

1 16

(3)デ ー タベ ース スペ シ ャ リス トの学 習 ポ イ ン ト 1 9

5.シ ステム技術/技 術動向 コース (20) (166)

「

(1)C言 語フ.ログラミング 入 門 とその指 導 法 1 7

(2)VisualC++の 実践 演 習(基 礎)
←

2 20

(3)VisualC++の 実践 演 習(応 用)
「一

2 17

(4)Javaフ 。ロク"ラミング 入 門 2 32

(5)Javaフ 。ロク"ラミング 応 用 2 15

(6)小 規模 ネットワークシステムに お け るデ ー タベ ー ス作 成
「

1 11

(7)小 規 模 ネントワークの 設定 と運用
L

2 11

(8)Webア ブ.リケーション作成 入 門 2 12

(9)オ ブ ジ ェ ク ト指 向フ.ログラミング 入 門
「 一

2 16

(10)ク ライアントサーバ システムとイントラネットの作 成 体 験
L

1 6

(11)テ 三 夕マイニング とテ㌧ タウェ戊η、ウスの 動 向 1 7

(12)日 米 にお けるインケ ネット/イントラわ トの利 用動 向 1 5

(13)Slackwareで 学 ぶUNlX(Linux)の 基 礎 1 7

合 計 44 416
.

② 企業内研修リーダ養成研修

本研修は,す べて地域 ソフ トウェアセ

ンター に委託 して実施 しています。(本

年度の委託先は18社 です。)

本 年度 の 開催 回 数 は121回,開 催 日

数 は延べ328日,受 講 者 数 は1,295名,
ト

研 修 に携 わ った 講 師 は121名,コ ー ス

別 の実施概 況 は以下 の とお りで す。

コ ー ス 回 数 受講者
地 方

開催地

企業内研修 リーダ養成 コース (121) (1,295)
I

l(1)シ ステム開発技法関連 60 677 北海道他16



コ ー ス 回数 受講者
地 方

開催地

(2)ネ ッ トワークの構築 ・管理技術 関連 33 345 北海道他11

(3)デ ータベ ース技術関連 10 104 北海道他5

(4)プ レゼ ンテー ション技法関連 7 74 北海道他4

(5)情 報処理利活用技術関連 11 95 岩手他5

合 計 121 1,295 18地 域

2.調 査研 究事 業

(1)情報処理教育実態調査

わが国の学校等教育機関や企業における情

報処理教育の実態や最新動向を広範かつ継続

的に把握 し,教 育施策の検討 に資す ることを

目的 として本年度 も継続 して当該調査を実施

しました。

調査方法は,「 情報処理教育実態調査委員

会」(委 員長 岡野 壽夫 元筑波技術短期大

学)の 下に次の3分 科会を設 け,企 業お よび

学校等教育機関へのアンケー ト調査ならびに

資料調査により実施 しました。

・「企業調査分科会」(主 査 臼井 建彦

日本電気(株))

・「学校 調査 分科 会」(主 査 早 川 芳彦

(学)電子学園総合研究所)

・「国際比較調査分科会」(主 査 佐藤 文

博 中央大学)

ア ンケー ト票の発送件数等 は以下のとお り

です。

・発送件数:2 ,696件(企 業1,916件,学 校

780件)

・回収件数:721件(企 業342件 ,学 校379

件)

・回収率:26 .7%(企 業17.8%,学 校48.6

%)

本年度 は,情報処理教育の実施内容や方法,

課題等 の固定 テーマに加 え,企 業調査 では,

各社の事業に関連す る情報技術能力の充足度

とその確保方法について項 目を設定 したほ

か,2000年 対応や アウ トソーシ ングの状況

についても調査を実施 しました。また,学 校

調査では,前 年度浮 きぼ りにされた情報処理

教育の指導上の問題点を今年度も追跡調査 し

ました。そ して,国 際比較調査で は,1997

年にシンガポールで実施 された 「情報処理技

術者の現状調査」を日本および北欧5ヵ 国で

も実施 し,今 後,各 国の集計データを交換 し

た後,比 較 ・分析 し,取 りまとめます。

調査結果 の うち,企 業調査 では,1995年

の調査時点 と比べ,各 社の事業に関連する技

術項 目は,ネ ッ トワーク関連分野へ傾向が片

寄ってきています。 また,2000年 対応がす

でに完了 してい るところは少数で,1999年

中盤 に変換完了 を計 画 しているのが現状で

す。学校調査では,構 内のネッ トワーク環境

の整備状況において,依 然 として学校格差が

解消 されていません。専門学校,大 学 などで

はLAN敷 設がほぼ100%整 備 され,イ ンタ

ーネ ットなどの利用がで きる環境であるのに

対し,高 等学校では予算の関係か ら立ち遅れ

ているのが現状です。そして,国 際比較調査

では,シ ンガポールか らの レポー トによると,

1997年 時点のシンガポールにおけるIT技 術
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者数は3万1,000人 程度であった ところ,そ の

後,毎 年10～15%の 伸 び率で増加 し,2㎜ 年

末時点では4万2,000人 に達するであろうとい

う予測値 を出 しています。

本事業の結果は,平 成10年 度 「情報処理教

育実態調査報告書」 として取 りまとめていま

す。

(2)教 科研究調査

本事業では,標 準カ リキュラムに則 して情

報処理技術者の効果的な育成を図っている専

門学校およびその他教育機関の情報処理学科

を,「 情報化人材育成学科」 として通商産業

大臣が認定する 「情報化人材育成認定制度」

の支援作業を実施しています。

本年度は,1類(3年 制)学 科 で4学 科,

ll類A(2年 制)学 科で24学 科がそれぞれ認

定 され,こ の結果,1類 の有効認 定学科 は

(平成8年 度 ～10年 度)数 は22学 科,II類

(A)の 有効認定学科は(平 成9年 度～10年 度)

数は34学 科 とな りました。

また,シ ステムア ドミニス トレータ人材の

育成を図ることから,学 科認定校 に対 して,

システムア ドミニス トレータ教科実施の現状

および可能性などについて,ア ンケー ト調査

を実施 しました。

(3)高 度情報処理技術者育成指針 に関す る調

査研究

本事業では,昨 年度改訂 を行った標準 カリ

キュラムの質的なレベルアップを図る目的か

ら,ま た,昨 年度 に設置 した 「標準 カリキュ

ラム調整委員会」(委 員長 上條 史彦 東海

大学情報処理研究教育施設教授)か らの申し

送 り事項 として,標 準 カリキュラムの基盤で

あるソフ トウェア開発工程を国際標準に準拠

させるための研究作業を実施 しました。

実施に当たっては,「 新標準 カ リキュラム

(仮称)作 成 に関す る準備委員会」(委 員長

竹 下 亨 中部大学大学院経営情報額研究科

教授)」 を設置 し,共 通的 な概念規定である

JIS版 「ソフ トウェアライフサ イクル プロセ

ス(SLCP)」 およびその解説版 とも言われる

「共通フレーム98」 のソフ トウェア開発工程

における作業(プ ロセス/ア クティビティ/

タスク)と,「SC1997高 度情報化人材育成標

準 カリキュラム」で示される人材の担当する

業務範囲,知 識 ・技能の対応づけを行いまし

た。

本事業の結果は,今 後新標準 カリキュラム

を作成するに当たっての参考資料 として取 り

まとめています。

(4)国 際化に対応 した情報処理技術者の育成

に関する調査研究

世界各国における情報化が急速に進展する

中で,こ れ を支える情報処理技術者の育成に

関する国際的な相互協力の必要性が指摘され

ています。

このため,標 準 カリキュラム等の人材育成

関連情報を積極的に海外へ提供 し,ま た,海

外か らは先進的人材育成 システム等の情報を

収集し,国 際的に通用する情報処理技術者の

育成方法の検討を目的に本調査 を昨年度から

実施 しています。 ◎

実施に当たっては,「 国際化に対応 した情

報処理技術者の育成に関する調査研究委員

会」(委 員長 大野 々郎 つ くば国際大学産

業情報学科教授)を 設置 し,日 本の情報化人

材や情報化教育 と米国のそれらとの比較のた

めの情報をWWW等 を活用 して収集 し,分 析

を行いま した。

本年度は,米 国内の企業(コ ンピュータメ

ーカ
,情 報サー ビス企業,教 育研修企業,ユ

ーザ企業等)で 使 われてい る情報化人材 を分



』

類し,そ の傾向を検討 した上で 日本の情報化

人材と比較し,日 本の情報化人材像お よびそ

の育成方法のあり方について考察,提 言 を行

いま した。

また,オ ース トラリア(ダ ー ウィン)お よ

び シ ンガ ポー ルで 開催 され たSEARCC・

SRIG-PS(東 南 アジア地域 コンピュー タ連

合 ・情報処理技術者育成部会)会 議 に専門家

を派遣 し,わ が国の情報化人材育成策や情報

処理技術者試験制度に関する情報の提供や意

見交換を通 じ,SRIG-PSが 進める東南アジア

各国での情報処理技術者認定制度のためのガ

イドライン等の策定に協力しました。

本事業の結果は,平 成10年 度 「国際化 に

対応 した情報処理技術者の育成に関する調査

研究報告書」として取 りまとめています。

(5)高 度情報化人材育成のための基盤整備

本事業は,高 度情報化社会 に求め られる情

報化人材の円滑な育成に向けた各種の制度や

方策について調査研究を行い,人 材育成施策

の検討に資す るものです。

本年度は,昨 年度作成 した 「改訂版標準 カ

リキュラムの概要」およびその英訳版をWeb

サーバにより広 く公開することにより,標 準

カリキュラムの一層の普及 ・定着を図ってい

ます。

また,ア ンケー ト票 を簡単 に作成(HTML

形式)で き,電 子 メールの利用で回答の レス

ポ ンスを速 くし,し か も回収デー タを分析に

便利な形式(CSV形 式)で 格納で きる 「アン

ケー トシステム」をWebサ ーバ上 に開発 しま

した。そ して,そ れを利用 して標準 カリキュ

ラム利用者(「SC1997高 度情報化人材育成標

準 カ リキュラムCD-ROM版 」 の購入者)に

対 して,標 準 カリキュラムの利用状況(利 用

種類,購 入 目的等),カ リキュラム構成(構

成 につい て の改 良点 等),カ リキ ュ ラム 内容

(評価,最 新性 の維持 な ど),改 訂 のサ イ クル

な どにつ いて質 問 しま した。

ア ンケー ト票 の発 送件 数等 は以下 の とお り

です 。

・発 送 件 数:220件(企 業161件
,学 校59

件)

・回収 件 数:146件(企 業103件
,学 校43

件)

・回収 率:66%(企 業64%
,学 校73%)

調査結 果 として,購 入 目的 につい ては 「教

育,研 修,訓 練 カ リキ ュラム と して使 用 して

い る」 よ り,「 対応 す る情 報 処 理技 術 者試 験

の内容 を知 るため」 が多 く,カ リキ ュラムの

内容 につい ては 「ソ フ トウェ ア製 品の利用 部

分 の学習 がで きない」,「コ ンピュー タサ イエ

ンス分野 への踏 み込みが不 十分 で あ る」 が多

くあ りま した。 また,改 訂 サ イ クル につ いて

は2年 または1年 が大 半 を 占め,提 供媒 体 と

して は現在 のCD-ROMが 支 持 され て い ます

が,従 来 の紙媒体 の要望 も多 くあ りま した。

本事 業 の成 果 は,平 成10年 度 「高度 情 報

化 人材 育成 の ための基盤整 備報告 書」 と して

取 りま とめてい ます。

(6)高 度情 報化 人材 育 成 の ため の応 用調 査研

究

標準 カ リキ ュラム に沿 った教育 の普及 ・向

上 を図 るため,動 画 や グラ フ ィクス,音 声 や

文字 な どの多様 な情報 を容易 に取扱 い,ま た,

シ ミュ レー シ ョ ンな どを視 覚 的 に表示 させ,

擬似 体験 教育 を可能 とす るな どの マルチ メデ

ィア教 材 の調査 研 究 を,平 成8年 度 よ り3年

計 画で実施 して きま した。

本 年度 は,本 テーマ の最終年 度 と して,改

訂版 システム ア ドミニ ス トレー タテキス トに

沿 ったマ ルチ メデ ィア学 習教材(CD-ROM)
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および学習者の履歴管理や理解度を判定する

Web形 式のテス ト問題 を管理する 「学習者管

理システム」開発 し,そ れを利用 した遠隔学

習の利用実験 を行いました。この実験には18

名(外 部14名,職 員4名)が モニタとして参

加 し,平 成10年12月21日 か ら平成11年2月

末 まで実験 を行いました。

実験期 間を第1期(開 始から12月 末まで) ,

第2期(1月 中)お よび第3期(2月 中)に

分け,そ れぞれの期末 にアンケー トを回収 し

ました。これらのデータと前述の学習者管理

システムで自動採取 した個人データを突き合

わせ,分 析 を行い ました。

これ らの実験結果から,マ ルチメディア教

材お よび学習者管理システムが今後機能拡張

すべ き点や,利 用者サポー ト機能であるFAQ

や掲示板の使 い方等に対する一考が得られま

した。

本事業の成果は,平 成10年 度 「高度情報処

理技術者育成のための応用調査研究報告書」

として取 りまとめています。

(7)新 技術 を利用 した情報処理技術教育 シス

テムに関する調査研究

本調査研究では,主 に企業 における中堅情

報処理技術者の教育において,イ ンターネ ッ

ト等の通信技術 とマルチメディア等の新 しい

技術を利用した,学 習時間を自由に確保でき,

経済的に も負担が軽減される効果的な教育シ

ステムの構築を目指 し,平 成9年 度 から3年

計画で実施 しています。

初年度 は,教 育機関,企 業教育等 における

専門教育の実態や課題等の調査 ・検討を行う

とともに,こ の教育システムのプロ トタイプ

の基本構想の設定を行いました。

2年 目に当たる本年度 は,前 年度に実施 し

た教育 システムのプロ トタイプ基本構想の設

定に基づき,情 報処理技術教育システムの基

本的機能を有するプロトタイプを構築 し,そ

のシステム機能等の動作 を確認するために
,

マルチメデ ィアコンテンツ等のテス トデータ

を作成 し,動 作 テス トを実施 しました。

実施に当たっては,「 情報処理技術教育 シ

ステム検討委員会」(委 員長 都丸 敬介 テ

レコム機器㈱ 顧問)を 設置 し,情 報処理技

術教育 システムのプロトタイプ構築における

機能設定や評価 ・検討を行いました。

本事業の成果は,平 成10年 度 「新技術 を

利用 した情報処理技術教育システムに関する

調査研究報告書」として取 りまとめています。

3.普 及 啓 蒙 事業

(1)情 報処理教育機関等 に対す る普及啓蒙

① 地域交流セミナー等の開催

産業界のニーズに即 した高度情報処理

技術者教育の推進と地域における情報処

理技術者の育成を活性化 し,地 域の情報

化の推進 に資するため,情 報処理専門学

校 の教職員や企業における情報処理教育

担当者を対象とした「地域交流セ ミナー」

を東京で開催 しました。

・日 時 平成11年2月12日(金)

13:30～16:30

・場 所 タイム24ビル2階 セミナールーム2

・参加者数60名(専 門学校38名
,企

業20名,,そ の他2名)

・テーマお よび講師

○ 「光ネ ッ トワーク時代のマルチメデ

ィアサービス」

～テレエデュケーションの現状 と可

能性～

講師:日 本電信電話(株)情 報通信

研究所 辻本 雅彦氏
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〇「インターネット教育システムの実

験事例」

～インターネットを利用 した個学習

の試み～

講師:中 央情報教育研究所 専任講

師 浅井 宗海

②情報化人材育成学科認定校研究交流会

遇商産業省が実施 している 「情報化人

材育成学科認定制度」に基づ く1類 校の

相互交流 により,認 定校の レベルアップ

を図 り,産 学連携への一層の理解 を促す

ため,1類19校 の研究交流会を実施 しま

した。

・期 日 平成11年2月24日(水)

・場 所 大原情報 ビジネス専 門学校

(池袋校)

・参加者数40名(1類 校34名 ,通 産

省2名,オ ブザーバ2名,事 務局2名)

・プログラム

・学校紹介

・認定学科説明

・実習設備紹介

・学生発表(卒 業研究発表)

・質疑応答

・実習設備見学

・システムア ドミニス トレータ育成

を目的とした学科の実態について

(討論)

(2)高 度情報化人材育成標準 カリキュラム等

の普及 ・頒布

① 改訂版標準 カリキュラムお よびテキス

トの普及 ・頒布

昨年度に引き続 き改訂版標準カリキュ

ラム(CD-ROM,冊 子)お よび改訂版 シ

ステムア ドミニス トレータテキス ト(初

級)を 普及 ・頒布 しま した。

口 「SCI997高 度情 報化 人材育 成標準 カ リキ

ュ ラムCD-ROM版 」

定 価:12,600円(本 体 価 格12,000円+消

費税 。送料別)

口 「SCI997高 度情 報 化 人 材 育成 標 準 カ リ

キュ ラム」(期 間限定販 売)

口 「改 訂版 シス テム ア ドミニ ス トレー タテ

キス ト」

定価:3,675円(本 体 価格3,500円+消 費

税)

また,当 研 究所 が監修 した第二種 共通

テ キス ト(6分 冊)は,コ ン ビュー一夕 ・

エ イジ社 か ら出版 ・販 売 されてい ます。

② 購入等 の問 い合 わせ先

調 査 企 画 部 普 及 振 興 課(TEL:03-

5531-Ol71)ま で お 問 い 合 わ せ い

た だ く か,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.cait.jipdec.or.jp/)を ご覧 くだ

さい。

一 …情報処理技術者試験センターー一

情報処理技術者試験センターでは,情 報処

理技術者試験の確実な実施 と,情 報処理技術

者の育成 ・評価 に寄与すべ く啓蒙普及活動,

調査活動に取 り組んでいます。

現在の活動状況を以下に紹介 します。

1.情 報 処理 技 術 者 試験 の 実施

情報処理技術者試験 は,昭 和44年 のス タ

ー ト以来
,現 在 までの30年 間に応募者総数

785万 人 を数え,合 格者総数 も75万 人 を超 え

る国家試験 として発展 してきました。平成6

年秋期か らは試験制度が改定 され,制 度移行
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後 の4年 半 で応 募 者数232万 人,合 格者 数26

万 人 を数 え るに至 ってい ます。

現在,全13試 験 区分 を年2回 に分 け て実 施

して い ます 。 平 成10年 度 の応 募 者 数 は,春

期236,603人,秋 期334,301人,合 計570 ,904

人で あ り,前 年 比13.0%(65,790人)増 とな

りま した 。 また,合 格 者総 数 は,71,688人

で した。

1.1平 成10年 度春期情報処理技術者試験

平成10年 度春期試験の実施状況は表Hの

とお りです。春期試験全体 の応募者数は前年

同期 と比 較 して15,837人 増加 しま した。試 験

区分 別 で応 募者 数が大 き く増 えたの は,第 二

種 で前年 よ り8,366人,次 い で第一種 の3,573

人で した。 また,増 加率 で はデ ー タベー スス

ペ シ ャ リス トが15 .8%と 大 き く伸 び てお り,

人 数で1,684人 で した。平 成8年 に追加 され た

マ イコ ン応 用 シス テムエ ンジニ ア試験 は
,今

回が3回 目で,応 募 者 数 はわず か に増 加す る

結 果 とな りま した。 春期試験 全体 の合格 者数

は,前 年 同期 と比 較 して4,100人 増 加 しま し

た。合 格率 をみ る と,前 年 は12.9%で 今 回 は

14.5%と 高 くな ってい ます 。

表1.1平 成10年 度春期情報処理技術者試験案施状況

試験区分 応募者数

(人)

前年度比

(%)

合格者数

(人)

合格率

(%)

プ ロジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ 10,897 8.4 422 7.7

システム運用管理エンジニア 4,040 5.0 151 7.0

プロダクションエンジニア 14,399 8.0 825 9.1

デ ー タベ ース スペ シャ リス ト 12,346 15L8 551 7.9

マイコン応用 システムエンジニア 2,460 4.5 219 13.7

第一種情報処理技術者 78,828 4.7 7,129 14.5

第二種情報処理技術者 113,633 7.9 12,703 16.5

合 計 236,603 7.2 22,000 14.5
●

1.2平 成10年 度秋 期情報処 理技術 者試験

平 成10年 度 秋期 試 験 の実 施状 況 は表1.2の

とお りで す。秋期 試験全 体 の応募 者数 は,前

年 同期 と比較 して49,953人 増加 しま した。試

験 区分別 で応募 者数 が大 き く増 えたの は初級

シス テム ア ドミニス トレー タの24 ,304人,第

二種 の16,633人,ネ ッ トワー クスペ シ ャ リ

ス トの7,393人 で した。応募 者の増加 率 で は
,

初 級 シス テ ム ア ドミニ ス トレー タの伸 びが

28.9%と 非 常 に大 き くなっ てい ます。 今年 度

は,春 期 ・秋期 の全 試験 区分 を通 して,応 募

者 が増 加す る結 果 とな りま した。 秋期試 験全

体 の合 格 者数 は,前 年 同期 と比 較 して9,536

人増 加 しま した 。合 格 率 をみ る と,前 年 は

20.9%で 今 回 は22.6%と 高 くな ってい ます。
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表1.2平 成10年 度秋期情報処理技術者試験実施状況

試験区分 応募者数

(人)

前年度比

(%)

合格者数

(人)

合格率

(%)

システムアナ リス ト 6,407 3.3 235 7.3

システム監査技術者 4,327 2.9 146 7.0

ア プ リケ ー シ ョンエ ン ジニア 23,994 4.9 741 6.5

ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト 49,451 17.6 1,790 6.9

第二種情報処理技術者 133,718 14.2 25,492 27.6

上級 シス テム ア ドミニ ス トレー タ 8,063 2.3 281 6.7

初級 シ ステム ア ドミニ ス トレー タ 108,341 28.9 21,003 25.9
●

合 計 334,301 17.6 49,688 22.6

2.情 報処理技術者試験の広報活動

(1)新聞への広報

情報処理技術者試験の実施に関する案内を

新 聞 に掲載 し,周 知 を図 りま した。広告掲 載

の新 聞は,表2.1の とお りで す。

表2.1広 告掲載 新聞一－fi

平成10年 度秋期試験の実施案内 平成11年 度春期試験の実施案内

新 聞 発行日 新 聞 発行日

朝 日 新 聞 平成10年6月29日 読 売 新 聞 平成11年1月5日

読 売 新 聞 平成10年6月29日 朝 日 新 聞 平成11年1月4日

毎 日 新 聞 平成10年6月29日 北海道新 聞 平成11年1月5日

日経産業新聞 平成10年7月9日 河 北 新 報 平成11年1月4日

中 日 新 聞 平成11年1月4日

中 国 新 聞 平成11年1月5日

西 日本 新聞 平成11年1月5日

日経産業新聞 平成11年1月13日

(2)パ ンフ レ ッ トの作成 ・配布

① 上級 ・初 級 シス テ ム ア ドミニ ス トレー

タ試験 パ ンフ レッ ト

情 報 システ ムの利用 者側 を対 象 と した

試験 と して平成6年 よ り実 施 して い ます

が,ま だ システ ムア ドミニス トレー タの

人材像,役 割 につ いて の理解 が,一 般 に

広 く浸 透 してい る とは言 え ませ ん。 そ こ
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で,シ ス テム ア ドミニス トレー タ試験 パ

ンフ レ ッ トを作 成 し,情 報 処理 関連 の企

業 ・団体 だ けで な く,広 く一般 の企業 ・

団体 に配布 し,人 材育成 の一 環 と して 当

試験 を活用 して いた だけ る よう広報 を行

い ま した。 また,平 成11年 度 か ら春期 に

も初 級 シス テム ア ドミニ ス トレー タ試験

が実施 され るこ とにな りま したの で,そ

の周知 を図 る意味 で もパ ンフ レッ トの作

成 ・配布 を行 い ま した。

② マ イ コ ン応 用 シス テ ム エ ン ジニ ア試 験

パ ンフ レッ ト

マ イコ ン応 用 シス テムエ ンジニ アの活

躍 の場 は,情 報 関連 の企業 の み な らず 製

造業,建 設業,研 究所 な ど多岐 に渡 って

い ます。今 まで情報 処理 技術 者試験 と関

連 が 薄か った業種 であ るた め,マ イコ ン

応 用 シス テムエ ンジニ ア試 験 のパ ンフ レ

ッ トを作 成 し,広 く試験 を紹介 し,人 材

育成 の一環 として当試験 を活 用 して いた

だ け る よう広 報 を行 い ま した。

3.海 外 の情 報 処 理 技 術 者 試 験 に関 す

る調査

情報処理技術者試験センターでは,従 来か

ら欧米諸国の試験制度 を調査 し,我 が国にお

ける情報処理技術者試験の整備と改善に努め

ています。国内では社会の情報化が急速に進

展 し,こ うした変化 に対応するため情報処理

技術者試験 も平成6年 には制度が大幅に改定

され ま した。また,平 成10年11月 には産業

構造審議会人材対策小委員会がスター トし,

この中で情報処理技術者試験制度についても

検討されることになっています。

こうした背景の下,今 回はグローバル化す

る情報通信社会の中で,急 激な変貌 を遂げる

情報技術 ・環境に対する海外試験機関の対応

状況や運用体制などについて調査するため,

表3.1に 示 した米国4機 関を訪問 しました。

調査期間:平 成10年10月8日 ～10月16日

メンバー:団 長 富永 孝雄氏 他3名

表3.1訪 問先機関

訪問地 機関 概要

オースチ ン

(テキサ ス 州)

TexasBoardofProfessional

Engineers(PE委 員 会)

FE(FundamentalsofEngineering

Examination)試 験,PE〈Principles

andPracticeofErlgineering
●

Examination)試 験 の 調査 。

ク リア ウォータ

(フ ロ リダ州)

lnternationa川nformatbnSystems

SecurityCertificationConsortium

(ISC)2

CertifiedhformationSystemSecurity

Professional(CISSP)'試 験 の 調 査 。

シカゴ

(イ リノイ州)

|nstituteforCertificationofComputing

Professionals(ICCP)

A

認 定 コ ン ピ ュ ー タ ・ プ ロ フ ェ ッ

シ ョ ナ ル(CertifiedComputing

Professional:CCP)及 び 准 コ ン

ピ ュ ー タ ・ プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル

(AssociateComputingProfessional:

ACP)試 験 の 調 査 。
w

」

へ
]
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訪問地 機関 概要

オースチン

(テキサス 州)

TexasBoardofProfessional

Engineers(PE委 員 会)

FE(FundamentalsofEngineering

Examination)試 験,PE(Principles

andPracticeofEngineering

Examination)試 験 の 調 査 。

一 …産業情報化推進センターー一

1.ビ ジ ネ ス プ ロ トコル に 関 す る検 討

現 在,イ ンター ネ ッ トで広 く使 用 され てい

るHTMLの 後 継言 語 と して,XMLが 注 目 さ

れ て い ます 。XMLは ユ ーザ が,デ ー タの意

味 を表 す タグ を 自由 に定 義 で きる こ とか ら,

イ ンター ネ ッ トを用 い たEDIの シ ンタ ックス

と して 応用 可 能 です 。 また,XMLを サ ポー

トす る汎 用 の ツー ルが安 価 に提 供 され る こ と

も期 待 され てお り,中 小 企 業 な どにEDIを 普

及 す る 上 で,イ ン ター ネ ッ トを 利 用 した

XMLIEDIに 対 す る 関心 が 高 ま って い ます 。

す で に欧米 で はXML/EDIを 研 究 す る グ ル ー

プが い くつ か活動 を行 ってい ます 。我が 国で

は,多 くの 産業 界 が,CIIシ ン タ ックス ル ー

ルに基づ いて,標 準 メ ッセ ージ を開発 してお

り,こ れ らの資 産 を活 か してXML/EDIを 実

現す る事 が求 め られてい ます 。

当 セ ンターで は,こ れ らのニ ーズ に応 える

ため,「CII標 準 ベ ー一・スXML!EDIの 提 案」 とい

う資料 を作 成 致 しま した。この資料 は,イ ン

ターネット上の下 記URLで 公 開 してお ります。

(URL:http:〃www.jipdec.or.jp/cii/cii_xml.htm1)

当セ ンターで は,学 識 者,業 界有識 者等 か

らな る電子 デ ー タ交換標 準化調 査研 究委員 会

を設置 して,EDIFACTシ ン タ ックス ル ー ル

バ ー ジ ョン4及 び,CIIシ ンタ ックス ル ー ル

バ ー ジ ョン3.00のJIS化 の作 業 を行 って い ま

す 。EDIFACTシ ン タ ックス ル ール は,平 成

10年10月 にパ ー ト1,2,3,4,8の 規格 が正 式 に発

行 され ま した。 この うちのパ ー ト1,2,3,8及 び

CIIシ ンタ ックスル ールバ ー ジ ョン3.00の 第1

部,第2部,第3部 のJIS原 案 が,平 成10年12

月の 日本工 業標準調 査会 ・情報 部会 の審議 を

通 過 し,平 成11年4月20日 にJISと して制 定

され る運 び とな りま した。

当 セ ン ター で はEDIの 普 及 に資 す る た め,

業界横 断 的 に使用可 能 な標準 企業 コー ドの登

録 管 理 を行 って い ます 。 この登 録 社 数 はCII

標 準 に基づ くEDIを 実施 して い る企 業 数 の 目

安 とす る ことがで きますが,平 成11年2月 に

は4,600社 超 えま した。

2.ユ ー ザ シ ス テ ム の 高 度 化 に関 す る

検討

(DEDIに おけるユーザ問題等の検討

EDIを 実現する情報通信技術 としてどのよ

うなものが適するか,メ ーカを交えて業界お

よび業際の標準として推奨できる仕様をユー

ザと共に検討 しています。今年度はG手 順研

究会において,「 全銀協標準通信 プロ トコル

TCP/IP手 順(拡 張Z手 順)」 を取 り上げ,製

品の普及状況 を調査 してい ます。

また,TCO(TotalCostofOwnership)に つ

いて研究 を深めるため,TCO研 究会 を設立 し

ました。今後,EDIユ ーザにおける情報化投

資効果 を測定するための研究を行い,研 究結
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果 を広 く公 表 して関係 各組織 に情報 を提供 し

て い く予定 です。

(2)EDIに お け るAIDC技 術 に関す る検 討

通信 ネ ッ トワー ク上 のEDIと 並 行 して,実

際 に生 じる物流 を情報 と一体化 させ るため の

ADC(AutomaticDataCapture:自 動 デ ー タ収

集)メ デ ィア を利用 した 「AIDC(Automatic

IdentificationandDataCapture:自 動 認 識お よ

びデー タ収 集)技 術」 の普及動 向 お よび標 準

化動 向 につ いて検 討 を行 ってい ます 。

今 年 度 は 特 にRFID(RadioFrequency

IDentification:無 線認 識)に 焦点 を当て,現

在 の実用性 能 や将来 的可能性 な どを広 く調査

し,産 業界 に与 え る影響 を検討 してい ます。

3.ECの 基 盤整 備 に関 す る調 査研 究

産業界 を取 り巻 くECに 関す る法制度問題

については,こ れまで 「産業界の システムお

よびそれに関する制度問題の調査」を継承す

る形で進めてきています。

従来は受け払い中心で,特 定企業間におけ

るクローズ ドなネ ットワーク環境を前提にし

たEDI取 り引 きに重点 をおいた検討 を加 えて

きましたが,現 在は企業間電子データ交換 と

して も最近注目されてきたオープンネットワ

ークに関する環境や技術をも視野に入れた検

討を進めています。

今年度は,国 際化,ネ ッ トワーク化が進 む

企業間取引についての産業界の実態に対応す

るため,海 外の法制度の動向 を中心に調査検

討を行い,今 後求められる日本の法制度 につ

いての研究を進めています。

4.ECの 普 及促 進 に関 す る調 査研 究

わが国のECの 普及 ・啓蒙,業 種横 断的な

共通課題の検討お よび関係者の情報交換の場

と して,61(平 成11年3月 現在)の 業界 団体

お よび関係4省 庁(オ ブザ ーバ:運 輸省 ,大

蔵 省,建 設 省,通 商 産 業 省)で 組 織 す る

「EDI推 進協 議 会 」 の事 務 局 と して,各 種 活

動 を行 って い ます。

まず,普 及 ・啓 蒙 活 動 と して は,平 成11

年2月4日(開 催 地:大 阪市北 区),平 成11年

2月5日(福 岡市 中央 区)の(社)日 本 電機 工 業

会 主催,EDI推 進協 議 会後 援 で 開催 したEDI

セ ミナ ー 「EC/EDIの 現 状 と今 後 の展 開」 に

講 師 を派遣 し,大 阪 会場50名,福 岡会 場70

名 の参 加者 が あ り,ま た平成11年2月16日 に

は,(社)港 湾物流 情報 シス テム協会 主催 ,EDI

推進 協議 会 後援 の 「国際 港湾 物流EDI実 務者

フ ォー ラム」(開 催 地:東 京 都 千代 田区)に

おい て も,講 師 を派遣 し,約80名 の参加 者が

あ りま した 。 さ らに,平 成11年3月5日 の

EDI推 進 協 議 会 第4回 普及 研 修 会 「EDI先 進

業界 の最 新 動 向」(開 催 地:東 京都 港 区)で

は,171名 の参加 者 が あ りま した。 なお ,こ

の研 修 会 は,平 成11年 度 も継 続 して実 施 す

る予 定です 。

例年 実施 してい る 「国内外 のEDI実 態 調査」

を,ひ きつづ きEDI推 進協 議 会 の会員 の皆 さ

まの ご協 力 に よ り平成10年 度 も約2 ,800社 に

調査票 を送付 し,ア ンケー ト調査 を行 い ま し

た。 国際EDIの 調 査 につい て は,文 献 とア メ

リカ国 内の企業へ の ヒア リングに よ り実施 中

です 。

さ らに国 内企 業 にお いて も,UN/EDIFACT

の利用 状況 につ いて,ヒ ア リング調査 を行 っ

てお ります。

これ らの調 査 結果 につ き ま して は
,「 国 内

外 のEDI実 態調査 報告書 一1999年 度版一」

(平成11年3月 発行 予定)を ご参照 下 さい。

また,当 セ ン ター で はEC/EDIに 関す る各
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種 の 国際活動へ の対応 や情報 交換 を行 ってい

ます 。 そ の一環 と して,1月29日 か ら30日 に

韓 国(済 州 島)で 開催 され た第1回 日韓電 子

商取 引 ワー クシ ョップに調査員 を派遣 しま し

た。 さ らに宮 崎市 で3月8日 か ら13日 に開催

され た第19回APEC-TEL(ア ジア太平 洋経 済

協 力会議 一電気 通信 ワー キ ング グループ)に

通商 産業 省 とと もに参 加 し,EDI推 進協議 会

が実施 してい る国内 お よび 国際EDI実 態 調査

の結 果 を も とに,APEC域 内 にお け るEDIの

実施状 況 につ いて の報告 と,EDI関 係 者 との

情報交換 を行 い ま した。この報告 につ い ては,

APEC参 加 メ ンバ ーか ら高 い 関心 が寄 せ られ

ま した

EDI推 進協 議 会 で は,1月19日 に普 及 ・啓

蒙部 会 と2月18日 に,国 際部 会,普 及 ・啓 蒙

部 会合 同の部会 を開 き,今 年度 のEDI実 態 調

査結果 につ いての分析 と平成11年 度 にお ける

普 及研修 会 につ い ての検 討 が行 われ ま した。

さらに3月29日 には運営 委 員会 を開 き,平 成

10年 度 の活動報告 と今後 の具体 的な活動 内容

の検討 を行 い ま した。

5.産 業 の情 報化 に係 る普 及 ・広 報

(1)「産業情報化 シンポジウム会議録」の発行

わが国の産業界における情報化を積極的か

つ円滑に推進することを目的に,そ れに係 る

各種研究成果お よび先進的業界事例の紹介な

どをテーマとする「産業情報化シンポジウム」

を情報化月間参加行事 として,業 界団体,企

業 の経営者 ・実務家 を対象 に開催 していま

す。

平成10年 度 は,「 電子商取引 を支 える情報

戦略 サプライチェーンマネジメントー」をテ

ーマに,10月30日(金)に 日経 ホール(東 京

都千代 田区大手町)で 開催 し,359名 の方の

ご参加 をいた だ きま した。現在 この シ ンポ ジ

ウムの全 会議 内容 を詳細 に記録 した会議 録 を

当セ ン ター の広報 誌 「産業 と情 報:第38号 」

に掲 載 してお ります 。入手希 望 の方 は,当 セ

ンター まで ご連絡下 さい。

(2)広 報誌 「産業 と情報 」 の発 行

わが国産 業界 の情 報化 動 向 を広 く各方面 に

周 知 す るた め,「 産 業 と情 報」 を発 行(年2

回:9月,3月)し,会 員 ・関係 者 へ 配付 し

て お ります。 また会員外 の方 には有料 でお分

け して お ります 。 ち なみ に最 新号(平 成11

年3月 発行,38号)は,産 業 情報 化 シ ンポ ジ

ウムの全 講演 内容 を収 録 した特集号 で す。

(3)「JEDICNewsletter」 の発 行

EDIの 関連動 向 を広 く各 方面 に周 知 す るた

め,EDI推 進 協 議 会 で は 年6回(奇 数 月)

「JEDICNewsletter」 を発 行 して お ります 。

CII会 員,JEDIC会 員 等 に配 布 す る他,ホ ー

ムペ ー ジへの掲載 とメ ー リ ング リス トに よる

配信 も行 ってお ります。

お 問い合 わせ 先:

・電 子 メール

当 セ ンター発行 の出版物 につ いて

E-mailcii-book@jipdec.or.jp

EDI推 進協議 会普及研 修会等 の お 申 し込 み

E-mailcii-seminar@jipdec.or.jp

その他,上 記 以外 につ いて

E-mailcii-sec@jipdec.or.jp

・電 話FAX

TELO3-3432-9386/FAXO3-3432-9389

な お,最 新 の情 報 は 下 記 ホ ー ム ペ ー ジ で ご

覧 に な れ ます 。

URLhttp:〃wwwjipdec.or.jp/ciiljedic/index.htm
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6.先 進 的 情 報 シ ス テ ム 開 発 実 証 事 業

推進 室

わが国の経済を力強い回復軌道に乗せると

ともに,21世 紀における活力ある経済社会 を

実現するためには,世 界的な趨勢 となってい

るデジタル経済革命に対処 し,情 報技術の活

用による企業の生産性の向上や企業システム

の改革,新 規 ビジネスの創造等 を促す ことが

重要な課題となっています。

電子商取引等の先進的情報システムは,こ

のようなわが国経済の再活性化 と国際競争力

の強化を推し進め,景 気の好循環,さ らには

その根底にある経済構造改革を実現するもの

と期待されています。 しかしながら,そ の実

現 においては,広 汎 な業種 ・業態の企業が参

加 しての技術開発と実証実験等が実用化およ

び商業化の観点から具体的に推進されること

が必要です。

このため,平 成10年 度の補正予算を活用 し,

電子商取引等の本格的実用化 を促進すること

により,わ が国経済の構造改革,景 気浮揚 を

図ることを目的 として,当 推進室では,情 報

処理振興事業協会(IPA)か らの委託 を受け

て,平 成10年 度第一次補正予算 に係 る事業

「先進的情報 システム開発実証事業(電 子商

取 引の実用化等)」 と第三次補正予算 に係る

事業 「産業 ・社会情報化基盤整備事業」の公

募から審査,採 択業者 との契約,中 間成果物

の検収等の業務 を実施しています。

第一次補正事業においては,平 成10年7月

6日 に公募 を開始 し,同 年9月1日 に締 め切

り,589件 の応募があ りま した。先進的情報

システム開発実証事業評価委員会における厳

正な審査の結果,156件 を採択候補 と し,全

て契約を完了 し,一 部 については,平 成11年

3月10日 に中間納品の受け入れを行 い,検 収

を完了 しました。

第三次補正事業は,1回 目の公募 を平成11

年1月18日 から開始 し,同 年2月5日 に締め

切 り,100件 の応募があ り,第 一次同様評価

委員会による厳正な審査を行い,契 約 を完了

しました。



〈電子商取引実証推進協議会〉

1.運 営 委 員会 の 開催

平成11年1月22日 に平成10年 度第3回 運営

委員会が開催 され,平 成10年 度のECOMの 活

動状況について事務局および各ワーキンググ

① 消費者WG

ルー プか ら報告 がお こなわれ た。

2.ワ ー キ ン グ グ ル ー プ(WG)の 活 動

ECOMワ ーキ ンググルー プの10月 か らの活

動 状況 は以 下の通 りで あ る。

10月15日 SWG1 マーク付与業務に関する検討(審 査基準 他)

11月18日 SWG2 各作業グループの最終報告

11月20日 SWG1 マーク付与業務に関する検討(変 更手続 き他)

12月4日 SWG1
●

マーク付与業務に関する検討(消 費者相談業務 他)

12月18日 SWG1 マーク付与業務に関す る検討(情 報公開について 他)

1月19日 SWG2 全体最終報告

2月4日 SWG1 マーク付与業務に関する報告書案の確認

② 認証公証WG

10月7日 SWG1全 体(3rd)
"成果物の位置づ けと企 業認証 ・公証 の枠組 みの内容 、

既存プロジェク トヒア リング(企 業間ECに お ける電子

公証事例)"

10月20日 WG全 体会議(4th)
"各SWGの 検討状況報告、法務省講演 「商業法人登記

制度に基づく電子認証制度について」"

10月20日 SWG1全 体(4th) プロジェク トへのア ンケー ト,企業認証 ・公証モデル

10月30日 SWG2全 体(2nd) 認証対象の確認に関する枠組み

11月2日 SWG1 リー ダー プロ ジ ェ ク トへ のア ンケ ー ト

11月10日 SWG2CA責 任TF CAの 事故 と責任

11月18日 SWG2全 体(3rd) 認証対象の確認に関する枠組み

11月27日 SWG1リ ー ダー 連携プロジェクトの選定及び企業認証 ・公証の枠組み

12月7日 SWG1リ ー ダー 「企業認証 ・公証の枠組み」の目次について

12月8日 SWG2リ ー ダ ー 現実社会における対象確認方式に関する調査結果の見

直し及び観点の整理

12月11日 SWG1全 体(5th) 「企業認証 ・公証の枠組み」の目次について

12月11日 SWG1 SWG1全 体(5th)で の討論 を踏 まえた今後の検 討の進

め方
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1月7日 SWG2CA責 任TF CA責 任 ガイ ドライン作成に向けて、よ り詳細 を検討す
べ き項 目及 び拡大TFの 陣容についての議論

1月7日 SWG2全 体(4th) 調査結果の整理 に関する視点 ・観点について討議

1月8日 SWG1リ ーダ ー 「企業認証 ・公証の枠組み」の作成作 業の進 め方 につ

いて

1月12日 SWG1全 体(6th) 「企業認証 ・公証が要求 される局面 と形態」について

1月14日 SWG2リ ー ダー 調査結果の整理 に関 する視点 ・観点 につ いて最終取 り

まとめ

1月21日 SWG1リ ー ダ ー 中間成果物執筆作業分担 および作業スケジュール につ

いて

1月28日 SWG2全 体(5th) 調査結果の評価 に関 する視点 ・観点および基準について

③ 電子決済WG

10月16日 第3回 サ ブワーキングB 取引モデルチーム及び決済モデルチーム報告

11月2日 サブワーキ ングC TF-B検 討

11月10日 サ ブワーキングB 取引モデル

11月16日 サ ブワーキングB 決済モデル

11月18日 サブワーキングC TF-A検 討

11月19日 サ ブワーキ ングA 中間報告

12月10日 WGセ ミナー 独 マルチメディア法の実像、流通EDIの 現状 と課題

12月16日 サ ブワーキングC 中間報告書作成 と内容 、連携 プロジェク ト

1月21日 サ ブワーキングC 中間報告書の検討
A

④ セキュ リテ ィーWG

10月12日 セキュリテ ィWG総 会 サブワーキング再編成計画の審議

11月9日 セキュリティ認定マーク

サ ブWG

セキュ リテ ィ認定 マーク付与基準につ いての検 討

11月16日 lCカ ー ドサ ブWG lCカ ー ド利用電子 商取 引のセキュ リテ ィにつ いて

の検討

11月17日 暗号 タス クフォース 暗号利用技術についての検討

11月24日 インターネッ トサブWG イ ンターネ ッ トビジネスのセキュ リテ ィにつ いて

の検討
ち
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11月25日 不正 アクセス対策 タスク

フォース

不正アクセス対策機能についての検討

12月1日 lCカ ー ドサ ブWG lCカ ー ド利用電子商取 引のセキュ リテ ィについて

の検討

12月4日 暗号 タス ク フ ォー ス 暗号利用技術についての検討

12月10日 不正 アクセス対策 タスク

フォース

不正アクセス対策機能についての検討

12月22日 インターネッ トサブWG インターネ ッ トビジネスの セキュ リテ ィについて

の検討

12月25日 lCカ ー ドサ ブWG lCカ ー ドの動向 とセキュ リテ ィ上 の課題 につ いて

の調査検討
■

1月12日 暗 号 タス ク フォー ス 暗号の強度評価についての調査検討

⑤ リスクWG

10月9日 第3回 目グル ープA会 議 ユースケース を用 い た りス クの洗 い出 しと評価

作業

10月9日 第3回 目グループB会 議 ユ ースケ ースを用 いた りスクの洗 い出 しと評価

作業

10月16日 第4回 目グループB会 議 ユ ースケース を用 いた りス クの洗 い出 しと評価

作業

10月23日 第4回 目グループA会 議 ユースケース を用い た りスクの洗 い出 しと評価

作業

10月30日 第5回 目グル ープB会 議 ユ ースケース を用 いた りス クの洗い出 しと評価

作業

11月6日 第5回 目グループA会 議 ユ ースケ ースを用 いた りスクの洗 い出 しと評価

作業

11月27日 第4回 全体会議 米国出張報告 リスク評価 シー トの発表

12月22日 第5回 全体会議 lPA中 間報告書 ドラフ ト提示(第1回 目)

1月25日 第6回 全体会議 lPA中 間報告書 ドラフ ト提示(第2回 目)、 来

年度行動計画提示

⑥ ビジネスプロセスWG

10月1日 BP・MOD/GR1第2回 調査内容 ・調査方法の検討

10月1日 BP・MOD/GR2第2回 調査内容 ・調査方法の検討
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10月8日 BP－勉 強会 外部 講 師 に よ るeCoシ ステム、XMLに つ いて紹 介

10月16日 BP-SME/GR2 活動計画の説明および討議

10月23日 BP-SME/GR1 各検討事項 について深化するための キーワー ド

10月27日 BP-MOD3,STD/TF 動 向(モ バ イル エ ージ ェン ト、複 合 サ ー ビス 、EC

ソ リュ ー シ ョン)

10月29日 BP-MOD/GR1第3回 予備調査中間報告

10月29日 BP-MOD/GR2第3回 調査内容決定

11月7日 BP-SME/GR1 「EC参 入ガイ ド」の 目次案 と内容

11月13日 BP-SME/GR2 検討対象と方法の説明および討議

11月24日 BP-MOD3,STD/TF 報告書の内容 ・構成

11月26日 BP-MOD/GR1第4回 予備調査報告 ・調査分担

11月26日 BP-MOD/GR2第4回 予備調査報告

12月4日 BP-SME/GR2 ビジネスモデルの具体例

12月11日 BP-SME/GR1 内容の説明および討議

12月22日 BP-MOD3,STD/TF 動向(XML適 用PJ)

12月24日 BP-MOD/GR1第5回 個別調査に関する説明 ・質疑

12月24日 BP-MOD/GR2第5回 分析方法の検討

1月8日 BP-SME/GR2 ビジネスモデルについて(差 別化 など)

1月19日 BP-SME/GR1 報告書内容の説明および検討

1月19日 BP-MOD3,STD/TF 報告書原稿チ ェック、構成再検討

1月21日 BP-MOD/GR1第6回 中間報告書の取りまとめについて

1月21日 BP-MOD/GR2第6回 分析方法の検討

2月5日 BP-SME/GR2 ビジネスモデルの性格

2月10日 BP-SME/GR1 報告書内容の説明および検討

2月10日 BP-MOD/SWG第3回
、

中間報告書レビュー分析方法の検討

⑦ 国際取引 ・貿易手続WG

10月2日 SG1第 二回 当事者間の問題分析および電子化の姿

10月6日 SG3第 二回 銀行間の問題分析および電子化の姿

10月7日 NACCS説 明会 新NACCS説 明会
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10月19日 SG4第 二回 荷主 保険間の問題分析および電子化の姿を議論

10月20日 SG7第 二回 荷主銀 行一運輸会社間の問題分析および電子化の

姿を議論

10月20日 SG5第 二回 対当局との問題分析および電子化の姿を議論

11月4日 システム ・技術WG システム ・技術WGの 進め方 とプロジェク トとの

関係の方向づけ

11月17日 第三回WG総 会
"ビ ジネスプロセス課題検討結果の報告 海外制

度調査結果の報告 貿易金融 実施 ガイ ドライン

プロジェク トの報告"

11月30日 第一 回システム・技 術SG
"要求事項の整理 ・書類 の特徴の検討"

12月14日 第二回システム・技術SG 書類機能の抽出 ・

12月14日 制度SG(保 険 ・商社) 業界別国際ルールの検討

12月15日 制度SG(ISP) 業界別国際ルールの検討

12月16日 制度SG(銀 行) 業界別国際ルールの検討

12月17日 制度SG(IT/荷 主) 業界別国際ルールの検討

12月17日 制 度SG(商 社) 業界別国際ルールの検討

12月18日 制度SG(商 社) 業界別国際ルールの検討

12月24日 制度G全 体 国際ルールの有識者 による解説 とデスカッション

1月18日 第三回 システム ・技術WG 書類の扱いの整理

1月29日 第四回WG総 会 EDEN,実 施 ガイ ドライン報告,サ ブWGの 活動状

況報告

2月8日 PJ中 間報告拡大評価会議 実施ガイドライン中間報告の検討(制 度的観点)

2月9日 PJ中 間報告拡大評価会議 実施ガイ ドライン中間報告の検討(制 度的観点)

3.普 及 広 報 関連 の活 動

①ECOMの 活動状況 お よびECの 普及広報

活動 と しては,機 関誌(ECOMTODAY)

を発行 したほか,会 報誌 「ECOMか わ ら版」

の 第18号 ～20号 を発 行 した。 ま た,

WWWサ ーバの充実 を進 め,ア クセス数 も

順調 に伸びを示 している。

②ECOMセ ミナーの開催

以下の通 りECOMセ ミナーを開催 した。

・第25回ECOMセ ミナー

日時:平 成10年11月24日(火)14:00～17:45

プログラム:

・「電子商取 引 の推 進 につい て」

稲垣 史則氏(通 商 産業省 機械

情 報 産 業 局 情 報 政 策 企 画 室

長)

・「イ ンター ネ ッ ト利 用者 の動 向 とEC

市場拡大 の課題 」
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柿 尾 正 之 氏((社)日 本 通信 販 売

協 会 主幹研 究員)

・「会 話 型 マ ル チ メ デ ィ ア 情 報

(MHEG)相 互交換 実験 」

滝 川 啓 氏(NTTソ フ トウ ェ ア

(株)エレクトロニックビジネス事 業部 担 当

部長)

・「電子 商 取 引 にお け る認 証/暗 号/決

済 の方式 開発 と実用性 の実験 」

～スマ ー ト ・コマ ース ・ジャパ ン

伊藤 和 幸 氏((株)東 芝EC事 業

推進 担 当 グルー プ長)

・第26回ECOMセ ミナー

日時:平 成10年12月17日(木)13:00～16:45

プ ログ ラム:

・「個 人情 報保護 の最近 の動 向」

松 本 恒雄氏(一 橋 大 学 法 学部

教 授)

・「ECを 巡 る国際議 論 の動 向 につ い て」

市村 友也氏(通 商産 業省 機械

情 報 産 業 局 情 報 政 策 企 画 室

国際班 長)

・「ウェブマ ネー につ いて」

高津 祐 一 氏((株)ア ス キ ーサ ム

シ ング グ ッ ト 社長室兼 マルチ

メデ ィア事業推進 部 営 業 企 画

部)

・「サ イバ ーチ ップシス テム につ いて」

渡辺 久 統氏((株)ペ ガ ジ ャパ ン

代 表取 締役)

・第27回ECOMセ ミナ ー

日時:平 成11年1月21日(木)13:00～16:00

プ ロ グ ラ ム:

・「大 宮ICカ ー ド実 験 につ い て」

一 一

上 田 伸氏(郵 政 省 貯 金 局

経営企画課 課長補佐)

・「価値創造の プラ ッ トフォーム～グ

ローバル時代のEDI」

國領 二郎氏(慶 応義塾大学 大

学院経営管理研究科 助教授)

・「渋谷電子マネー実験 について」

近藤 均氏(VISAイ ンターナ シ

ョナル 日本総支配人代理)

一 一企業間電子商取引推進機構…一一

企業間電子商取引の実用化および国際標準

化推進のため,平 成10年7月1日 付で新 たに

企業間電子商取引推進機構が発足 し半年以上

が経過 しました。

年末に新発足 した合計5つ のワーキ ンググ

ループ(WG)お よび委員会(ビ ジネスモデ

ル,企 業間情報共有,イ ンフラ整備,標 準化

フ レームワーク各WG ,EC/CALS調 査委)の

活動 も新年 に入 って本格化,旧STEP推 進 セ

ンター以来活動 中のSTEP関 連5委 員会 とも

合わせ,企 業間電子商取引の産業界への浸透

に向け,積 極的な作業 を開始 しています。

JECALSの 会員 は2月12日 現在,78企 業 ・

団体 に達 しました。

また,1月1日 付で当機構 の所長 と して宮

川秀真JIPDEC参 与が就任 しました。

以下,各 部門の現状 と今後 の計画を中心に

紹介 します。

1.調 査 広 報 部

広 報 活動 と して は,JECALSホ ー ムペ ー ジ

の立 ち上 げ,パ ンフ レ ッ トの作 成(日 本 語版
,



英 語 版),JECALS会 報(JECALSレ ター,1

月 に 第2号 発 行)の 発 刊,CALS/ECJapanへ

の 出 展 な ど を 行 な っ て き ま した 。 この う ち,

ホ ー ム ペ ー ジ(http://www.jecals.jipdec.or.jp)

は98年7月 の 立 ち 上 げ 以 来 随 時 更 新 して き ま

したが,現 在 全 面 改 定 の 準 備 中 で,新 しい ホ

ー ムペ ー ジ で は会 員 専 用 ペ ー ジ が 新 登 場 の予

定 で す 。

ま た,JECALSで は こ れ と は 別 に 旧

CALS技 術 研 究 組 合 の ホ ー ム ペ ー ジ を

継 承,管 理 して い ま す が,特 に 海 外 か らの

検 索 に 対 応 し て,こ の ほ ど 英 文 ペ ー ジ

(http:〃www.ncals.cif・or・jp/ncals/e-ncals-

index.html)の デ ザ イ ン,掲 載 内 容 を一 新 し

ま した 。

平 成11年 度 のCALS/ECJapanは11月2日 か

ら5日 ま で,東 京 ・有 明 のTFTビ ル,東 京 国

際 展 示 場 な ど を会 場 に 開催 さ れ る予 定 で,す

で に準 備 作 業 か 始 ま っ て い ます 。

調査活動 に関しては,98年12月 に設置 さ

れたEC/CALS調 査 委員会(委 員長:荒 木魏

石川島播磨重工業主席技監)の もとで具体的

な取 り組みを開始 しました。同委員会では企

業間電子商取引が実用化段階を迎えているこ

とから,一 般産業界で導入を考 えている企業

の経営者や担当者に分かりやすいガイドブッ

ク,解 説書の作成 を目的 とし,紙 に印刷 した

報告書だけでな く,電 子デー タとして検索可

能な形で公表することをめざすことになりま

した。

このため,平 成11年 度末報告書完成 を目

標 に,作 業チームとして製品サービス,事 例

調査,海 外動向調査 の3つ の分科会をスター

トさせ ま した。平成10年 度末 には中間報告

的な成果 を取 りまとめる予定です。

2.プ ロ ジ ェク ト推進 部

プロジェクト推進部では,平 成9年 度で活

動 を終えた生産 ・調達 ・運用支援統合情報シ

ステム技術研究組合(CALS技 術研究組合,

NCALS)の 研究成果な どを も引 き継 ぎ,産

業界において企業間電子商取引の実用化を促

進させるための共通基盤整備事業を実施 して

います。

(1)企業間電子商取引の共通基盤整備事業

JECALSで は,企 業 間電子商取引 を推進す

るため,当 機構の活動 に賛同いただいた企業

や団体が会員となり,そ の会員が主体 となり

企業間電子商取引を推進する体制になってお

ります。企業間電子商取引の共通基盤整備に

ついて検討する場は技術 ・プロジェクト部会

が担当します。この技術 ・プロジェクト部会

内に,当 機構の会員である企業や団体の実務

者等 をメンバーとするワーキンググループ

(WG)を 設置 して,企 業 間電子商取引の共

通基盤整備に向けた検討を行うことにいたし

ました。

具体的には,業 務 を中心 とした課題 を検討

するための 「ビジネスモデルWG」,デ ジタ

ル情報 を共有 し各種技術や標準を企業間電子

商取引に適応する分野での課題を検討するた

めの 「企業間情報共有WG」,ま た電子商取

引のインフラとなる通信ネットワークの要件

をユーザの視点から検討する 「インフラ整備

WG」 の3WGを 設置 しま した。

一方
,平 成10年 度政府補正予算 に基づ く

「先進的情報システム開発実証事業」の採択

候補 も決定 し,電 子商取引の実用化に向けた

取組みがいよいよ本格的に開始されたところ

です。補正事業プロジェク トが実施する各々

のテーマは,様 々な業種や業務 を対象に電子

商取引の実用化を行うものであ り,様 々な情
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報技術や標準が利用されます。技術 ・プロジ

ェクト部会のWGで は,各 補正事業プロジェ

ク トがそれぞれの技術や標準並びに業務処理

が整合性のとれた形で事業を推進できるよ

う,技 術的支援,最 新情報の提供,情 報交換

の場の提供,共 通課題の抽出 と解決策の調整

等 も行 うこ とと して い ます。

そ れ ぞ れ のWGの 検 討 事 項 は以 下 の通 り

で す。

11月 に は この3つ のWGを 設置 し,企 業 間

電子商 取引実 用化 の ため,各 補正 プロ ジェ ク

トの 開発 ・実証 事業 と も連 携 しなが ら,企 業

技術 ・プ ロジ ェク ト部 会のWG－ 覧

WG名 検討事項

ビジネスモデルWG ① サプライチェーン マネジメン ト(SCM)に 対する要件抽出 ・整備

②企業間電子商取引の底辺拡大に向けた諸課題の検討

③権 利関係(著 作権 ・知財権)等 の諸制度の運用ガイ ド作成

企業間情報共有WG ①統合データベースの実現方策検討

②情報交換(EDI)の 高度化方策検討

③製品 ・設計情報交換技術(STEP)の 適用方策検討

インフラ整備WG
①必要 とされる品 質,セ キュ リテ ィ,性 能,コ ス ト,サ ー ビス提供

の方式等のネ ッ トワークサービス要件の検討 ・整備

② ネ ッ トワークサー ビス を自社へ適用す るにあたっての システム実

装上の要件の検 討 ・整備

③今後 さらに急速 な普及が予想 される次世代 イ ンターネ ッ トへのア

プ リケー ション側 か らの必要要件の検討 ・整備

間電子商取引の普及や実用化に向けた共通基

盤整備に向けた検討を実施 しています。

なお,ビ ジネスモデルWGと 企業間情報共

有WGの2つ のWGで は,上 記 の検討事項毎

にサブWGを 設置 し,そ れぞれ詳細 な検討 を

開始 した ところです。

(2)国 際協力

企業間電子商取引の実用化 と普及に関する

国際協力を図るため,ア ジア及び欧米各国の

関連機関と情報 ・意見交換を行い,そ の成果

を内外 における企業間電子商取引の実用化に

反映する活動を行っています。 、

特に,日 韓間については,実 用化 プロジェ

ク トや人的交流の面での実務的な協力を推進

することとしています。このため,産 業情報

化推進セ ンター一…(CII)や 電子商取引実証推

進協議会(ECOM)と 共同で,ま た,産 業界

の協力 も得 なが ら,日 韓の電子商取引に関す

る協力の枠組み作 りに向けた検討を開始 し,

今後 は年2回 程度,定 期的な会合 を開催す る

こととしています。
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3.国 際 標 準 推 進 部STEPグ ル ー プ

(1)STEP国 際 標準化 に関す る活動

1)ISOTC184/SC4&SC4/WGs会 議が,1月

23日 よ り29日 まで,米 国 サ ンフ ラ ンシ ス コ

で 開催 され ま した。2002年 に発 行 を予 定 し

て いるRelease2に 向 けて,新 しい リソース,

ア プ リケ ー シ ョンプ ロ トコル(AP)の 開発

が活発 に進 め られ てお り,同 会議 には 日本 か

ら北 海 道大 学 の 岸浪 建 史教授 を代 表 団 長 と

して,総 勢35名 が参加 しま した。主 な審議 事

項 を以下 に報告 します 。

①ModularizationApproachの 採 用

SC4/WG10で は,AP間 の 整 合 性 及 び

重 複 な どAP開 発 の基 本 的 な課 題 を解 決

す る ため の手 段 と して,APを 再 利 用 可

能 なモ ジュール を組 み合 わせ たモ ジ ュラ

ー構 造 にす る こ とを検 討 して きま した。

今 回の 会議 で,こ の手 法 をAP開 発 の 手

段 として適用 してみ る こ とが認 め られ ま

した。

② プ レハ ブ配管APの 開発

米 国(PlatSTEP)と 共 同でISONWI化

の プ ロジ ェク トを行 って い るプ レハ ブ配

管APは,ISO10303-227:Plantspatial

configurationの 拡 張 版 に組 み 入 れ る こ と

にな りま した。

③ISOIO303'221とISO15926

基本 モ デ ル,ク ラス ライブ ラ リを統 合

化 す る ことにな った。デ ー タライブ ラ リ

につ いて は,USPI-NL(AP221-STEPlib)

とPOSC!CAESAR(ISO15926)の 両者 が

共通 のReferenceDataLibrary(RDL)を

構 築す る こ とにな りま した。

④ 日本 か らの提 案

日本 か らの提案 と して,以 下 の文書 の

プ レゼ ンテ ー シ ョンを行 い ま した。

・ProposalforSTEP/SC4DataModeling

Framework

・STEP/SC4DataModelingFramework

relatedIssuesandRecommendations

・ProposalforSTEPISC4Standards

DevelopmentDirectives

・ProposalofI-AAMformechanical

DesignandManufacturing

・ASampleDataModelforHistory-Based

ParametricsandKeyIssues

・ISOlO303AP227extensionPiping

'

PrefabricationSTD

2)1998年 度 にTCI84/SC4で 開 発 し た 規 格

は 以 下 の 通 りで す 。

FDIS(FinalDraftInternationalStandard)

13584-20:Logicalresource:Logical

modelofexpressions

13584-42:Descriptionmethodology:

Methodologyforstructuringpart

families

10303-32:Requirementsontestlng

laboratoriesandclients

10303-22:Standarddataaccess

interface

10303-224:Mechanicalproduct

definitionforprocessplanning

usingmachiningfeature

DIS(DraftIntemationalStandard)

10303-501:AIC:Edge-based

wirefmme

10303-502:AIC:Shel1-based

W註eframe

10303-503:AIC:Geometrically

bounded2Dw註e廿ame

lO303-510:AIC:Geonletrically
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bo皿dedwireframe

lO303-511:AIC:Topologically

boundedsurface

10303-512:AIC:Facetedboundary

representatlon

10303-514:AIC:Advancedbounded

representatlon

lO303-515:AIC:Constructivesolid

geometry

10303-519:AIC:Geometrictolerances

lO303-520:AIC:Associative

draughtingelements

13584-1:0verviewandFundamental

Principles

lO303・ ・210:Electronicassembly,

interconnection,andpackaging

design

10303-34:Conformancetesting

methodologyandframework:

Abstracttestmethods

10303-517:AIC:Mechanicaldesign

geometrlcpresentatlon

CD(CommitteeDraft)

10303-507.2:AIC:Geometrically

boundedsurface

10303-508.2:AIC:Non-manifold

surface

10303-11:1994Tec㎞icalCorrigenduml

13584-24.2:PartsLibrary:Logical

resource:Logicalmodelof

supPlierlibraryandsolutionlo9

10303-42-2ndEdition:Geometricand

topologicalrepresehtation

10303-208:Life-cyclemanagement-

changeprocess

10303-509.2:AIC:Manifoldsurface

CD!TR10303-324:ATS:Mechanical

ProductdefinitionforProcess

PlanningusingMachining

FeatureslO303-231:Process

engineeringdata:Processdesign

andprocessspecificationsof

maJorequrpment

3)新 規 産 業支 援 型 国 際標 準 開発 事 業(生

産 プロセ ス シス テム標 準化)

機械 系 の生 産 プ ロセス に関 す る設計 か ら生

産 までの実 際の業務 プ ロセ ス と,現 状 の技術,

規 格 を調 査 分析 しま した。 この結 果 を基 に,

現 在 の 規 格 の 不 足,問 題 点 を 整 理 し,

TC184/SC4サ ン フ ラ ン シ ス コ 会 議 に

Integrated-AAMと して提 案 しま した。平成11

年 度 は,今 年 度の成 果 を基 に標準提 案 内容 を

検討 します。

(2)普 及促進 活動

STEPに 関 し次 の よ うなセ ミナ ー を実施 し

ま した。

・テ ー マ:「SupplyChainlntegration

UsingSTEP」

開催 日:平 成10年10月16日

会 場:タ イム24ビ ル(東 京都 江東 区)

参 加者:約40名.

・テーマ:「STEPの 実装 法」

開催 日:平 成10年10月30日

会 場:タ イム24ビ ル(東 京都江 東 区)

参加者:約30名1

・テーマ:「CALS/STEPに よる製 造業 の

デジ タル ・プロセ ス革新 」

開催 日:平 成10年11月25日

会 場:富 山県民 会館(富 山市)

参加 者:約20名

・テー マ:「PDMSchema」
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開催 日:平 成11年2月24日,25日

会 場:タ イム24ビ ル(東 京都江 東 区)

参加 者:約80人

4.国 際 標 準 推 進 部 国 際 標 準 グ ル ー

プ

国際標準 グルー プで は,従 来 か らのISOお

よび 国連EDIFACT標 準 化 活動 に加 えて,新

た に 『標 準 化 フ レ ー ム ワ ー ク 検 討 』 と

『XML/EDI実 装 標準 調 査 』 の プ ロ ジェ ク ト

を立 ち上 げ ま した。

(1)標 準 化 フレーム ワー ク検 討

EC時 代 の新IT技 術 に裏付 け られ た企 業 間

情報交 換 の在 り方 につ き検 討 し,世 界 標準 と

成 り得 るEC/EDI技 術 の方 向性 を見 出す事 を

目的 に,標 準 化 フ レーム ワー ク検討 ワーキ ン

ググルー プが活動 を開始 してい ます。 当 グル

ー プ の期待 され る最 終成 果 は
,ECフ レー ム

ワ・・一一クに基付 くEC/EDI利 用 技術 ガ イ ドラ イ

ンの 開発 です 。 そ の為 に,平 成10年 度 はEC

最新技術 と将来方 向 を見 出す ための調査 を行

い ま した。

・EC標 準化 二s・一一ズ領域 の調査

・ECの 大 きな枠 組 み とな る,標 準 電 子取

引参照 モ デル の研 究

・簡 易EDI/オ ブ ジ ェ ク ト指 向EDIを 目指

す,次 世代EDIの 研 究

・XML/EDIに 係 わる各種 提 案 お よび試行

プ ロジェ ク トの調査

・Internet-EDIグ ルー プの新 たな提 案 の調査

(2)XML/EDI実 装標 準調査

次世代EC/EDIに 向 け,最 新 のIT技 術 を使

用 した オブ ジェ ク ト指 向型EC/EDI基 盤構築

の 第1歩 と して の,世 界 標 準 に 成 り得 る

XML/EDI実 装 標準 の 開発 プロ ジェ ク トを発

足 し ま し た 。 本 プ ロ ジ ェ ク トは,世 界 の

XML/EDI技 術動 向 をウオ ッチ しなが ら,次

の3ス テ ップで実装 標準 の提 案 を行 って行 き

ます。

・ ステ ップ1:XML/EDI交 換 フ ォーマ ッ

トの標準 案作成

・ ステ ップ2:XML/EDIシ ス テム ・コ ン

セ プ トの作成

・ ス テ ップ3:XML/EDI実 装 ガイ ドラ イ

ンの作成

なお,平 成11年6月 に は,『XML/EDI標

準書(案)』 の発行 が予 定 されて い ます。

先端情報技術研究所

先端情報技術研究所(AITEC)で は,内 外

における先端情報技術 の研究開発活動に関す

る調査研究を通 じて,政 府支援の研究開発の

あ り方について検討する調査研究事業(技 術

調査部)と 第五世代 コンピュー タ技術研究成

果の普及促進事業(第 五世代普及振興部)を

実施 しました。

このうち平成7年 度以降,当 研究所が直接

実施 して きました第五世代 コンピュータ技術

成果の普及事業は,第 五世代普及振興部の解

散 に ともない平成10年 度で終了 し,以 降 は

ボランティアの協力 による普及へと引き継が

れます。

1.技 術 調 査部 の 活 動

(1)情報技術開発に関する調査研究

技術調査部の本年度の活動は,米 国を中心

とする海外の 「新情報技術開発や市場創造の

仕組みの調査」から,「 わが国の仕組みの問

題点の整理 ・分析」へと中心を移してきまし
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勿論,海 外の情報技術 の継続的な調査 は必

須ですが,米 国と比較 しつつ,わ が国の情報

産業の振興や情報産業の競争力を強化するた

めには,ど うすべ きかを調査す ることが,今

の 日本の産業振興 に重要な意味 を持つと考え

るからです。わが国の情報産業の抱える問題

点を掘 り下げるとともに,ど うあるべ きかを

提言 と してまとめたいと考えています。

1)情 報技術 の研究 開発体制のあ り方等調

査研究

本年度は,わ が国が支援する研究開発 に関

する仕組みについて,国 際的な競争力を強化

する観点か ら調査研究を行っています。実施

にあたり,当 該分野の専門家を集めた 「情報

産業の研究開発体制のあ り方に関する検討作

業委員会」(委 員長 後藤 滋樹 早稲 田大学

理工学部情報学科教授)を 設置 し調査検討 を

行ってい ます。

特に,わ が国の政府支援研究開発のあ り方

に関しては,プ ログラムマネージャの必要性,

国の資金 による研究開発成果の知的所有権の

扱い,長 期産業育成計画の必要性等 に焦点を

あてて検討を進めています。また,こ の検討

に必要な基礎資料 として,欧 米の研究開発 プ

ロジェク トにおける知的所有権の取 り扱いの

現状,米 国の研究開発プロジェク トにおける

知的所有権戦略の変遷の歴史とその背景,米

国連邦政府が実施す る情報産業技術振興政

策－ATP(AdvancedTechnologyProgram:先

端技術 プログラム)の 事例調査等 について調

査専門会社 に委託して調査 を進めています。

これらの成果は,平 成10年 度 「資料 わ

が国が行 う情報技術研究開発のあり方に関す

る調査研究(そ の3)」 と して取 りまとめ る

予定です。

2)諸 外 国 の情 報技術 の調査研 究

先端情 報技術 分野 は,技 術 革新 の速度 が早

い こ とか ら,そ の基盤 を成 す代 表 的 なハ ー ド

ウェ ア とソフ トウェアの研 究 テー マや欧米 の

プロジ ェク トの動 向把 握が ,調 査 実施 の基礎

的 な知識 と して不 可欠 で あ り,今 後 の情報 産

業 を牽 引 す る可 能性 の あ る戦 略的 な情 報技術

と して,ペ タフロ ップス ・マ シンお よび人 間

主体 の 知的情報技 術 につい ての研 究動 向 を調

査分 析 し,わ が 国 としての対応 策 の検 討 を行

って い ます 。 これ らの成 果 は
,平 成10年 度

「資 料 ペ タフ ロ ップス ・マ シ ン技術 に関 す る

調 査研 究III」 お よび平 成10年 度 「資 料 人

間 主体 の知 的 情報 技 術 に関 す る調 査研 究II」

と して,そ れぞれ取 りま とめ る予 定 です
。

(2)ス ーパ ー コ ンパ イ ラシス テ ム に関す る調

査研 究

通 商産 業 省 で は,平 成10年 度 か ら次 世 代

の超 高速 コ ンピューテ ィングについ ての先 導

研究 を実施 す る こと と してお り,こ の事前 調

査 を平 成10年9月 末 まで の期 限 で ,「 スーパ
ー コ ンパ イラ システム に関す る調 査研究委 員

会」(委 員長 村 岡 洋一 早稲 田大学教授)

を設置 し,調 査研 究 を進 め ま した。 また
,米

国及 び アジア地域 にお け る専 門家5名 を招聰

して シ ンポ ジ ウム 「2010年 の超 広 域 分散 コ

ン ピュー テ ィ ングを 目指 して」(平 成10年6

月26日 ～27日 早稲 田大 学 中央 図書館 にて)を

開催 し,次 世代 の広 域分 散 コ ン ピューテ ィン

グに関わ る最新 の研究 状況 の把握 を行 い ま し

た。

本 調 査 で は,2010年 の コ ン ピュ ー タ シス

テムの実効 性能 を十分 に引 き出す た めの ソ フ

トウェア技術 ・プ ログ ラ ミング環境技 術 の総

称 をスーパ ー コ ンパ イ ラシステ ム と して,
・多様 なアーキ テ クチ ャ・を持 つス ーパ ー コ
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・漉

ン ピュー タの実 効性能 向上 に関す る調査

研 究

・次世代 超高速 コ ンピューテ ィングの ア プ

リケー シ ョンに関す る調査 研究

・超広 域分散 コンピューテ ィングを 目指 す

指 針 の検 討

を行 い,こ れ らの成果 を 「スーパ ー コ ンパ イ

ラ シス テ ム に 関す る調査 研 究 報告 書(平 成

10年9月)と して取 りま とめ ま した。

2.第 五 世 代 普 及 振 興 部 の 活 動

(財)新 世 代 コ ン ピュ ー タ技 術 開 発 機 構

(ICOT)が 開発 した第五世代 コン ピュー タ技

術 の研 究成果(IFS:ICOTFreeSoftware)の

普 及 を図 るため,昨 年度 に引 き続 き,IFSの

維 持改 良お よび公 開,IFSを ベ ー ス と した新

た な ソフ トウェア資源 の創造 につ い て以 下 の

とお りの活動 を実施 しま した。

(1)IFSの 維持 改 良お よび公 開

IFSの 主 要 ソ フ トウ ェアで あ る並 列 言 語 処

理系(KLIC),遺 伝 子情 報処 理,知 識 表現 言

語,法 的推 論 シス テム等 の改 良修 正 お よび ド

キ ュメ ン ト整備 な どの維持 改 良 を外部技 術者

の協力 を得 て行 な う とと もに,イ ンター ネ ッ

トを通 じて世界 の関連研 究分 野 の利 用者 に公

開 して い ます 。平 成11年1月 末現 在IFSへ の

累積 ア クセ ス件 数 は約55,300件 にの ぼ って

い ます。

また,平 成10年 度 は基 幹 ソ フ トウェ アの

一 つ で あ るKLICに つ い て
,外 部 研 究者 を含

む 「KLICタ ス ク グル ー プ」(主 査 近 山 隆

東京大 学大 学 院工 学系研 究科教授)を 設置 し,

ソフ トウェ アの改良点 や機能拡 張 につい て検

討 し,改 良版 の作 成 を行 ない ま した。

(2)IFSを ベ ース と した新 た な ソフ トウェ ア

資源 の創 造

この事業は,ICOTが 開発 したIFSの 普及を

図るため,主 に大学等への委託研究によって

新たな知的ソフトウェアの開発や整備を行う

ものです。

本年度は,こ の事業の最終年度に当たるた

めIFSの 主要 ソフ トウエアである並列言語処

理系,知 識表現言語,法 的推論 システム等 に

ついて,ツ ール としての利用や学習素材とし

ての高い利用価値が見込めるものを選定 し

て,プ ログラムの改良や ドキュメン ト等の整

備を大学等の研究グループに委託 しました。

大学等への委託研究の公募結果は,内 外の

大学等か ら21件 の応募が あ りま したが,こ

れ らについては,知 的 ソフ トウェア委託研究

審査委員会(委 員長 淵 一博 慶応義塾大

学理工学部管理工学科教授)に よって19件

(国内16件,海 外3件)が 選定 され,内 外 の

大学等 に研究委託 しました。

これらの委託研究成果としてのソフトウェ

アは,平 成11年3月11日 ～12日 に開催 した成

果報告会において報告されました。

なお,今 年度に整備改良 したソフ トウェア

や ドキュメント,IFSお よび,委 託研究成果

ソフ トウェアは,第 五世代普及振興事業が終

了後 も引き続き広 く利用に供するため,ソ フ

トウェア ・アーカイブに格納することとしま

した。

このため,ソ フ トウェア ・アーカイブの適

切な公開や運用等の方法についても調査検討

を行なうとともにアーカイブの利用方法等を

解説資料 として取 りまとめました。

(3)IFSの 普及広報活動

IFSの 最新情報 や当研究所 の活動状況が,

WWWホ ームペ一口ジにより随時イ ンターネッ

トによって見られるように構築 ・整備を行い

ました。
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また,INAP`98(Prolog国 際 会議)で は,

KLICセ ッシ ョン を設 置 し,第 五世 代 コ ン ピ

ュ ー タ技 術研 究成果 の普 及 を図 りま した。

平 成8年 度 以 来実 施 して きたKLICプ ロ グ

ラ ミング ・コンテス トも例 年通 り,実 行 委員

会(委 員 長 溝 口 文雄 東 京理 科大 学理 工学

部教 授)を 設置 し,第3回KLICプ ロ グ ラ ミ

ング ・コ ンテス トを実施 しま した。

<平 成10年 度知的 ソフ トウ ェア委託研究 テ ーマーー－fi>

1

2

3

4

5

6

lFS日 本 語(形 態 素)解 析 パ ッ ケ ー ジ ・配 布 プ ロ ジ ェ ク ト

KL1の ス レ ッ ド実 行 の 高 速 化

Java-MGTPと 高 度 推 論 機 構 の 開 発

帰 納 論 理 プ ロ グ ラ ミ ン グ に よ る デ ー タ マ イ ニ ン グ エ ン ジ ン

Datagoleの 研 究 開 発

ApplyingConstraintLogicProgrammingLanguagesfor

ModellingMulti・ ・objectiveDecisionMakingunderUncertainty

DistributedConstraintSolvingforFunctionalLogicProgramming

7WEB-KLIC

8KLICの 視覚的インターフェース(klitcl)/klicとJavaの メッセー

ジインターフェース

9集 合制約 ソルバー

10ゴ ールに依存 した抽象化 を用 いた法的推論 システムの開発

11学 習機構内蔵型 プログラミングシステムPRISM

12制 約処理系 を利用 した図形描画 システム

13DJ=Javaに 基 づ く制約言語 とシステム

14並 列 ビジュアルプログラミング環境KLIEGの 使用性 の向上

15協 調 ロボ ッ トプログラ ミング言語/シ ステムの開発

移動 ロボ ッ トの並列協調制御 ソフ トウェアの研究開発

東京外語大学

豊橋技術科学大学

九州大学

慶臆義塾大学

lmperialCollege(英)

RISCLinz

(オ ー ス ト リア)

NewMexicoState

University(米)

筑 波 大 学

立命館大学

北海道大学

東京工業大学

東京大学

九州工業大学

東京工業大学

東京理科大学
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6

7

8

9

1

41

41

41

KLIプ ログラム静的解析系

KLIC第3版:KLICへ の世代方式 ガーベ ジコレクタの導入

最尤法 を用 いた分子進化系統樹作成プ ログラムDeepforest

階層連立1次 方程式のための効率的制約解消系の改良 と移植

早稲田大学

東京大学

国立遺伝学研究所

東京工業大学

この コ ンテス トは,与 え られた課題 に挑戦

して貰 う 「エ ン トリ ・コー ス」 お よび 「ス ピ

ー ド ・コース」 と
,自 由 な発想 での 「ア イデ

ア ・コー ス」 の3コ ースで行 なった所,内 外

か ら101件 の応 募登 録が あ りま した。

締 切 まで に応 募 が あ っ た作 品 は90件 で,

「エ ン トリ ・コー ス」 につ い て は動 作 確 認 さ

れた プ ロ グラ ム を受賞 対 象作 品 と した ため,

対 象 作 品 数 が76作 品 とな り,応 募 規 定 に よ

り受賞50作 品 を抽選 で選 び ま した。

「ス ピー ド ・コ ー ス」 につ い て は最 優 秀

賞,優 秀賞,佳 作 をそれ ぞ れ選定 しま した。

「ア イデ ア ・コー ス」 につ い て は卓 越 じた作

品 な し との 判 断 が な され最 優 秀 賞 は該 当者

な し とな りま した が,優 秀 賞KLIjavaの 完 成

度 が上 が る事 を期 待 して 審査 員 奨励 賞 を贈

りま した。

難
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中央情報教育研究所は,平 成5年 度 に 「通商産業省 産業構造審議会 情報産業部

会 情報化人材対策小委員会」の提言を受けて 「高度情報化人材育成標準カリキュ

ラム(17種)」 を人材別に刊行いたしました。

その後,情 報処理技術の飛躍的発展や環境の変化等により改訂の必要性が議論さ

れ,再 び通商産業省のご指導の もとに情報処理産業界有識者のご支援 ・ご協力を得

て平成9年10月 改 訂 版 を発刊いた しました。

情報処理技術者育成のための指針として,企 業 ・組織 の人材育成部 門,情 報処理

教育機関,教 育図書の出版関係社(者)に は必i携の書です。

また国家試験である情報処理技術者試験の出題範囲のご確認には必須の書です。

★構 成

・17種もカリキュラムを1枚のCD-ROMに 収録(コ ンパク ト化)

・本文中の主要用語が総索引および章末からの検索が可能

★動 作 環 境

・Windows95WindowsNT

デ ー タの参 照 に はフ レー ム ・マ ップ機能 を備 え たNetscapeNevigator3.0以 上

IntemetExplorer3.0以 上 な どのWebブ ラウザ が必 要です 。

★ 販 売 価 格

・12
,600円/枚(本 体価 格12,000+税)

(送 料 は,200円/1枚,270円/2枚,390円/3～4枚,そ れ以 上 はお問合 せ くだ さい。)

★ 購 入 方 法

【法 人 の場 合 】

・ホー ムペ ー ジ上 のE-mail
,ま た は所 定の 申込書 に よ りFAX(03-5531-Ol70)で 当研 究所

へ ご注 文 くだ さい。

【個 人 の場 合 】

・当研 究所宛 て に,直 接 郵便振 込み を して くだ さい。

郵便 口座:00130-8-409669中 央 情報教 育研 究所

・通信販 売 での お求め ば
,東 京 官書普 及(株)・ 通信販 売 課へ ご注 文 くだ さい。

(TELO3-3292-3701)

◎Allrei財英日當 耀 響 §
〒135-8073東 京 都 江 東 区 青 梅2・-45タ イ ム24ビ ル19階

'IELO3 -5531-一 一〇174(普 及 振 興 課)URLhttp:〃www .cait.jipqec.or.jp/
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『シス テ ム ア ドミニス トレー タテ キス ト 改 訂 版 』
【本体価 格:3,500円 】

本書は平成9年10月 に公表 された標準 カ リキュラムの改訂に準拠 して平成10年3月

に発刊された ものです。

情報処理 システムの利用部門において情報化を推進する方々が,初 期 の段階で利

用者 として習得すべき基本的な知識 と応用能力をとりまとめたものです。

また,国 家試験である情報処理技術者試験の初級システムア ドミニス トレータ試

験は上記標準カリキュラムが出題範囲となってお ります。'

★構 成 目 次

第1部

第2部

第3部

第4部

第5部

★特 長

(B5版491ペ ー ジ)

仕 事 とコ ンピュー タ

基幹業務 システ ム との かか わ り

エ ン ドユ ーザ コ ンピュー テ ィ ング

システ ム環 境整備 と運用 管理

ECU推 進 の ための表現 能力

・改訂版標準カリキュラムに準拠

・改訂版標準カリキュラムに精通 した執筆陣

・従来の 「表現能力」(別 冊扱 い)を 第5部 「ECU推 進のための表現能力」 として本テキス

トに収録

・インターネット,マ ルチメデ ィア等の新技術 に対応

・演習問題に試験(午 前)の 過去問題 を採用 してお り,受 験参考書 として も最適

★購 入 方 法

・通信販売でのお求めば,東 京官書普及(株)・ 通信販売課(TELO3-3292-3701)

・全国の書店 または官報販売所,政 府刊行物サービスセ ンターにてご注文 ください。

・東京都官報販売所(神 田) ,大 阪府官報販売所(肥 後橋),八 重洲 ブ ックセ ンター書泉 グ

ラ ンデ(神 田),書 泉 ブ ックタワー(秋 葉原),三 省堂本店(神 田)紀 伊國屋書店(新

宿 ・渋谷 ・大阪梅田),丸 善本店(日 本橋),芳 林堂書店(高 田馬場)で は店頭で ご購入

で きます。

◎A鵬 財よ日富難 処器 鷺
〒135-8073東 京 都 江 東 区青 梅2-45タ イ ム24ビ ル19階

TELO3-・5531・ ・"-0174(普 及 振 興 課)URLhttp:〃www.caitjipd㏄.or.jp!



改訂版システム監査Q&A110
[====================コ 発行(財)日 本情報処理開発協会

改訂版システム監査Q&Al10は 、通商産業省

が改訂 したシステム監査基準に基づき、システム

監査をめぐる数多くの項目の中から重要な110

をピックア ップし、これ らを質問の形に整理 し、

個々の問題点に検討を加え、それに対する回答を

具体的にわかりやすく解説 したものです。

当協会では、本書を 「改訂版システム監査基準

解説書」の姉妹本として位置づけ、この2冊 によ

りシステム監査の導入、実施を円滑に進めるにあ

たっての絶好のガイ ドとなるものであり、システ
ム監査の理解とシステム監査導入、実施上の問題

点が解決できるものと確信する次第です。

1.本 書は、システム監査に関する重要な110の

質問について解説し、回答するものです。

2.本 書は、改訂版システム監査基準解説書の姉

妹本として位置づけています。

3.本 書の利用に当たっては、次のことに留意 し

てください。

(1)質 問は、その内容によ り大別 して次のよ

うに分類 ・整理 しています。
・システム監査の基本的事項(15問)

・システム監査の準備 ・計画(11問)

・企画業務の監査(12問)

・開発業務の監査(12問)

・運用業務の監査(32問)

・保守業務の監査(4問)

・共通業務の監査(17問)

ドキュメン ト管理(3問)
・進捗管理(2問)

・要員管理(4問)

・外部委託(4問)

・災害対策(4問)

・システム監査報告書(7問)

(2)各 質問ごとに独立 して回答をとりまとめ

ています。多少の重複がありますが、他ペ
ージを参照 しなくてよいように

、そのまま

としま した。

(3)付 属資料として、システム監査人が作成

すべき ドキュメン トの様式例および(財)日

本情報処理開発協会が作成 したシステム監

査規程(モ デル)を 掲載 しています。

システム随Q&A110

駅日本情報処理開発協会

【内容 ・目次 】

1.シ ステム監査の基本的事項

1.シ ステム監査とは何か

2.シ ステム監査をめぐる人、組織 制度

3.シ ステム監査基準の基本的理解

ll.シ ステム監査の準備 ・計画

1.シ ステム監査の導入準備

2,監 査計画

3、監査実施

皿.企 画業務の監査

IV,開 発業務の監査

V.運 用業務の監査

1.コ ンピュータセンタの設備

2.運 用管理

3.EUC

4.シ ステム環境の変化とシステム監査の対応

5.ネ ットワーク管理

VI.保 守業務の監査

W.共 通業務の監査

1.ド キュメン ト管理

2.進 捗管理

3.要 員管理 ・

4.外 部委託

5.災 害対策

W.シ ステム監査報告書

*参考資料としてシステム監査関連の基準、規則等

を末尾に収録しています

【価樹

一般3
,700円/会 員2,960円(税 別・送料別)

B5判 、 カバ ー付 、364ペ ー ジ

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部普及振興課
FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@lipdec .Qr.jp

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。

※全国の政府刊行物サービスセンターおよび政府刊行物サービスステーシ
ョンでもお求めいただけます。
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■好評基準解説書シリーズ

改訂版システム監査基準解説
〔========================コ 監修 通商産業省

垂
目

発行(財)日 本情報処理開発協会

情報システムは、従来のメインフレーム

を中心とする集中処理型のシステムから、

クライアントサーバーのような分散処理型

のシステムへ変化するとともに、オープン

なコンピュータネットワークの世界的な広

まりへと進展しています。

このような情報化の環境変化にともない

通商産業省では昭和60年1月 に策定 ・公

表されたシステム監査基準を平成8年1月

30日 に全面的に見直 しを行い 「改訂シス

テム監査基準」を公表いたしました。

改訂の主なポイントは、ダウンサイジン

グ、ネットワーク化等情報化環境の変化へ

の対応、阪神 ・淡路大震災を踏まえた地震

対策の強化、国際化への対応等となってい

ます。

全体構成は、総括的事項を示した 「一般

基準」、シスデム監査の具体的内容を示し

た 「実施基準」、監査結果の取りまとめ事

項を示した 「報告基準」の3基 準で旧基準

と変りはありませんが、一般基準9項 目、

実施基準191項 目、報告基準8項 目の合わ

せて208項 目(旧 基準は127項 目)と 今

回の改訂により大幅な増強 ・増補がなされ

ています。

本書は、「改訂システム監査基準」を詳

細に解説したもので、基準の改訂に合わせ

て全面改訂を行いました。

【目次 】

1.シ ステム監査基準

汐ス夢ム劃 ■固間■麟

聯 劇■捨■■■■績爵舘慶故一 ■目時

2.シ ステム監査基準の解説

3.一 般基準

4.実 施基準

(1)企画業務

(2)開発業務

(3)運用業務

(4)保守業務

(5)共通業務

① ドキュメン ト管理

②進捗管理

③要員管理

④外部委託

⑤災害対策

5,報 告基準

〈参考〉
・情報システム安全対策基準

コンピュータウイルス対策基準

ソフトウェア管理ガイドライン
・コンピュータ不正アクセス対策基準

【価 格 】

一般4
,000円/会 員3,200円(税 別 ・送料別)

B5判 、カバー付 、496ペ ー ジ

r
【軋 込み先】 購 懸 護処蹴 協会 監19瀦 蕊L, .
※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。

※全国の政府刊行物サービスセンターおよび政府刊行物サービスステーションでもお求めいただけます。



■好評基準解説書シリーズ

コンピュータ不正アクセス対策基準解説書
E========================コ 監修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

.、ボ ベ 「'一 ぷ"♪ 輪 ・・

近年インターネットの普及と拡大が進む

につれ、セキュリティの重要性が注目され

いています。

特に、他人のコンピュータにネットワー

クを介して侵入し、データの改ざんや破壊、

不正な利用等を行う不正アクセスに対する

認識が高まっています。米国では、すでに

不正アクセスが社会問題化していますが、

最近わが国でも不正アクセスの被害が起き

始め、その対応への取り組みが始まりつつ

あります。

こうした状況から通商産業省では、不正

アクセスによる被害の予防や発見および復

1目ならびに拡大および再発防止について、

企業等の組織および個人が実行すべきポイ

ントをガイドラインとして取りまとめ、平

成8年8月8日 に 「コンピュータ不正アク

セス対策基準」を策定 ・公表いたしました。

本書は、基準全体の構成に沿い 「システ

ムユーザ基準」、「システム管理者基準」、

「ネットワークサービス事業者基準」、「ハ
ードウェア ・ソフトウェア供給者基準」の

全136項 目について詳細に解説したもの

です。

き

ドペ
パ§

一

【目次 】

1.コ ンピュータ不正アクセス対策基準

2.コ ンピュータ不正アクセス対策基準の解説

3.シ ステムユーザ基準

4.シ ステム管理者基準

5.ネ ッ トワークサー ビス事業者基準

6,ハ ー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準

〈参考〉

・通商産業大臣が指定 した者(届出先)

・情報 システム安全対策基準

・システム監査基準

・コンピュータウイルス対策基準

・ソフ トウェア管理ガイ ドライン

【価 樹

一 般3
,000円/会 員2,400円(税 別 ・送料別)

B5判 、カバ ー付 、294ペ ー ジ

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@liδdecエ)司p

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。

※全国の政府刊行物サービスセンターおよび政府刊行物サービスステーションでもお求めいただけます
。



■好評基準解説書シリーズ

改訂版コンピュータウイルス対策基準解説童
〔=========================]監 修 通商産業省

発行(財)日 本情報処理開発協会

情報化社会の進展は、私たちに様々な恩

恵をもたらす一方で、コンピュータウイルス

という新たな社会問題を生み出しました。

通商産業省では、平成2年4月10日 「コ

ンピュータウイルス対策基準」を告示(第

139号)し てから今日まで、コンピュータウ

イルス対策の指導に取り組んできました。

この間、情報システムを取り巻く環境は

ネットワーク化の進展とも相まって著しい

変化を遂げています。そのため、通商産業

省では同基準を情報システムの現状に即し

た内容とするため全面的に見直しを行い、

平成7年7月 に 「改訂コンピュータウイル

ス対策基準」を公表いたしました。

本書は、基準全体の構成に沿い、「シス

テムユーザ基準」、「システム管理者基準」、

「ソフトウェア供給者基準」、「ネットワー

ク事業者基準」、「システムサービス事業者

基準」の全104項 目について詳細に解説

したものです。

v・
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【目 次 】

1,コ ンピュータウイルス対策基準

2.コ ンピュータウイルス対策基準の解説

解説についての留意点

(1)システムユーザ基準

(2)システム管理者基準

(3)ソフ トウェア供給者基準

(4)ネッ トワーク事業者基準

(5)システムサー ビス事業者基準

3.コ ンピュー タウイル スの概要

〈参考〉
・通商産業大臣が指定した者(届 出先)

【価 格 】

一般2 ,500円/会 員2,000円(税 別 ・送料別)

B5判 、カバー付 、206ペ ー ジ

〆
【申し込み先】 藩 躍 霞処艦 協会 監 篇 ㌶ 灘1, .
※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。

※麺 の政府刊行物サービスセンターおよび政府刊行伽 一ビスステーシ・ンで繍 求め・'た鮒 ます・

墨
⊥



当協会への連絡窓ロ

本 部

東京都港区芝公園3-5-8(〒to5-0011)

機械振興会館内

総 務 部

企 画 室

情報セキュリティ対策室

調 査 部

開 発 部

技 術 企 画 部

総 務 関 係

調 査 関 係

開 発 関 係

TEL(03)3432-937t

TEL(03)3432-9372

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432-9381

TEL(03)3432-9391

TEL(03)3432--9390

FAX(03)3432--9379

FAX(03)3432-9389

FAX(03)3431--4324

URL:http://www.jipdec.or.jp/

(コ ン ピュー タ緊急対 応 セ ンター 事務 局)

TEL(03)5575-7762

FAX(03)5575-7764

URL:http://www.jpcert.or.jp/

付属機関

中央 情 報教 育研 究所

東京 都江 東 区青 海2--45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ル19階TEL(03)5531-Ot71(代 表)

FAX(03)5531-0170

URL:http:〃www.cait.jipdec.or.jp/

情 報 処理 技術 者 試験 セ ンター

東 京都 港 区虎 ノ門1-16-4(〒105-0001)

ア ー バ ン虎 ノ門 ビル8階TEL(03)3591-0421(代 表)

FAX(03)3591-0428

URL:http:〃wvvw.jitec.jipdec.or.jp/

産 業 情 報化 推 進 セ ン ター

東 京都 港 区芝 公園3--5-8(〒105-OO")

機 械 振興 会館3階TEL(03)3432-9386(代 表)

FAX(03)3432--9389

URL:http:〃wvvw.jipdec.or.jp/cii/index.htm

(電 子 商取 引 実証 推進 協膿 会事 務 局)

東 京都 江 東 区青 海2--45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ル10階TEL(03)5531-0061(代 表)

FAX(03)5531-0068

URL:http:〃www.ecom.or.jp/

企 業 間電 子 商取 引推 進機 構

東 京都 江 東区 青海2-45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ル10階TEL(03)5500-・3600(代 表)

FAX(03)5500-3660

URL:http:〃Wttvw.jecals.jipdec.or.jp/

先 端 情 報 技術研 究所

東京 都港 区 芝2-3-3(〒105--OO14)

芝 東 京 海上 ビル斉 ング2階TEL(03)3456-2511(代 表)

FAX(03)、3456-一 一3158

URL:http:〃wWvvv.icot,or.jp/AITEC/HomePage-J.html
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更新情報

当協会め概凄

●情報の一覧

]1情lfiiヒ基盤整t/FNc[)11E…・隻
●情報化動向、情報化施策に関する調査研究
○情報セ キュリテ ィ対案の推進

⑨プ ライバシ ーマ ーク制度
●情報化に関 する普及啓蒙 、国際交流

冤産業ll畜報化内陸進
●EDI(電 子データ交換)の 推進
●消費者一企業間EC(電 子商取引)の 推進
●企業間EC(電 子商取引)の 推進

η1情報柱術問発の促進
●情報技術政策への支搭等
●情報技術開発に関する調査研究
およびIFSの 普及
●公共情報システム等の開発 ・運用、技術支援

猶 情報化.λ材の育成
・高度情報処理技術者等の養成
●'情報処理技術者試験の実施

●'1貴報化月間行事
●講演会 ・シンポジウム等
●石月修講座
●当協会が後援 ・協賛する行事

●定期刊行物
●一般刊行物
●報告書(平 成9年度)
●カリキュラム・デキスト

●組織の概要

●1里事 ・…平i義目 ・監き[
●事務局組織および所在地
●会員制度のご案内

賓 当協会の付属穣関のホ ーム!・㌦ ジ
●中央情 報教 育研究所(CAIT)

●産業情 報化推進 センター(CID
●企業間 電子商取引推進機楕(JECAL9)

Pt日S[EP推 進 センター(JSTEP)
●先端情報技術研究所(AITEC)

●情報処理技術者試験 センター(nlEC)

冨 当協会が事務局葉 デ経 行 う織 鋤
ホーム・へこ一ソ
●EDI推 進 協議会(JEDIC)

●電子商 取引実証推進協議会(ECOM)
●認証実用化実験協議会(ICAT)

●コンピュータ緊急対応セ ンタ ー(JPC:ERTtCC)

η 当協 会が行 うプロジェぐ ト句
ホ∨ム∨＼シ
●産学官研究開発コ ミュニテ ィ

●次世代電子図書館システム
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